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東京電力福島第一原発事故発生から9カ月後の2011年12月、東京電力は廃炉を
30〜40年以内に完了させると発表した。2041年から2051年の間に、同原発敷
地は更地になるともとれる発表をしたのである。過去10年間で、東電福島第一原
発の廃炉について、その課題の複雑さとスケールの大きさが、徐々に明らかになっ
てきている。それは、社会と技術への挑戦という点で類をみない。それにもかか
わらず、「30〜40年で廃炉」という目標は、2011年に設定されたまま変わって 
いない。

現ロードマップの実現可能性と代替案とは？

グリーンピースは、廃炉の進捗状況と代替案をよりよく理解するために、2002年
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筆を依頼した。GEは日立、東芝などと協力して東電福島第一原発を設計した。

佐藤氏の分析は、東電と日本政府の現計画に多くの問題があることを指摘して
いる。そして、中長期ロードマップは計画通りには進まないと結論付けた上で、 
佐藤氏は代替案「プランC」への移行を提案している。

東電福島第一原発事故が発生してから10年後の今、21世紀最悪の原発事故の現実
を認識し、日本政府と東電は、「30〜40年で廃炉」という絵空事を見直すべきで
ある。

　　　　　　　　　　　　　ショーン・バーニー（グリーンピース・東アジア）
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福島第一原子力発電所の事故が発生してから10年が
過ぎた。廃炉を完了させるまでの期限については、
依然、事故の発生当時と同じ30～40年以内が掲げら
れたままである。実際現場では、過去の10年間で目
標のマイルストーンも達成されている。しかし、本
報告書の考察によれば、今の工程は、ゆくゆく行き詰
る。当時からの前提条件を見直す必要がある。本報
告書では、以下の問題点が論じられる。

•	 使用済燃料の取り出し
•	 汚染水の低減
•	 燃料デブリの取り出し時期の延期 

（50～100年）
•	 「ドライ・アイランド」の造営と汚染の閉じ込め
•	 敷地の放射性廃棄物処理施設としての長期運営

実のところ、東京電力と原子力損害賠償・廃炉等支援
機構（NDF）が主導している現行の廃炉の考え方に
は、公約の期限以内で完了させる意図が見出せない
のである。

福島第一原子力発電所の事故に対する処理は、当面の
危機的な状態から脱するための対応を、ステップ1、
ステップ2として実施し、その後の実施計画に対して
は、第1期、第2期、第3期からなる中長期ロードマ
ップが策定された。それらのうち、第1期は、2013
年11月、4号機の使用済燃料プールからの燃料取り
出しが始まったことで達成が宣言された。

続く第2期は、原子炉圧力容器からペデスタル内に
崩落した燃料デブリ回収作業の開始をもって始まり
とされている。NDFは、明らかに現実的でない初期
の計画である「冠水－上アクセス」の工法、すなわ
ち、格納容器を冠水させ、原子炉圧力容器の上から
アクセスして水中で燃料デブリを回収する概念（こ
こでは「プランA」と呼ぶ）の見直しにしばらく躊躇
した。最終的にこれを断念したのは、2018年になっ
てのことである。このとき、これに代わる工法とし
て「気中－横アクセス」の概念（ここでは「プラン
B」と呼ぶ）が提唱された。これによる燃料デブリの
サンプル採取のパイロット試験を実施するのに、2号
機が選ばれている。その開始は、当初2019年度下
半期のはずだったが、2021年度に延期され、さらに

2020年12月になって、2022年度への延期が発表さ
れている。

この「プランB」は、少量のサンプル採取までならば
実行可能であるかもしれないが、本格規模での回収
として有効な方法ではない。そのための方法は依然
と未開であり、1号機と3号機に対しては、少量のサ
ンプル採取についてさえ、計画が定まっていない。
作業場所の放射線レベルが高過ぎるのである。

事故の発生からもうすぐ満10年が経つが、その間
に福島第一原子力発電所の景観を最も変化させたの
が、1,000基を超えるタンク群である。相変わらず
燃料デブリの冷却には水が注入され、これが凍土壁
によっても遮断できない地下水と混合して日々汚染
水が生産され続けているための結果である。これを
低減させる目標は掲げられているが、問題を終結さ
せる効果的な方法は示されていない。

使用済燃料の取り出しも途上にある。4号機におい
ては、2013年11月に着手され、2014年12月22日
までに合計1,533体に対する作業を完了した。しか
し、続く3号機に対しては、2019年4月15日に開始
されたが、作業ペースは平均1日1体未満に落ち、よ
うやく2021年2月28日に566体あった最後のバッ
チの移動を終えた。この後、2号機に対しては2024
年～2026年、1号機に対しては2027年～2028年の
実施が予定されているが、いずれも当初の計画から
顕著に遅れている。使用済燃料は、一旦、共用プール
に移動させられた後、最終的には乾式キャスクに装
荷されることになっている。

しかし、汚染物質にしろ、放射性廃棄物や使用済燃
料にしろ、そもそもそれらに対しては、国内におい
て、然るべき行き場が決まっているわけではなく、
そのまま敷地内に、期限もなく留まり続けることに
なる。したがって、仮に何とか燃料デブリが回収さ
れたにしても、それもまた敷地内に留まり続けるこ
とになる。結局、福島第一原子力発電所は、すでに
放射性廃棄物の保管場所であり、この先も長くその
状態のままであり続けることになる。それが、ロー
ドマップには示されていない。

摘要
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現状の廃炉計画の根本的な弱点は、NDFに対して問
題提起をしたり、支援や技術的な助言をしたりする組
織がないことである。経済産業大臣、復興大臣、外務
大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、
国土交通大臣、官房長官、福島県知事、東京電力ホー
ルディングス社長が集まる廃炉・汚染水対策関係閣
僚等会議が、そのような役割を果たしているわけで
もない。

中長期ロードマップは、形の上では政府を代表する廃
炉・汚染水対策関係閣僚等会議によって作成され、
これを実行する具体的な方策が、毎年更新される原
子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）による技術
戦略プランである。ただし実態は、中長期ロードマッ
プが、NDFへの下達文書なのでも、技術戦略プラン
の上位図書なのでもなく、ほとんどただの概説版に過
ぎないことが、その内容から明らかである。つまり、
中長期ロードマップの内容は、むしろ技術戦略プラ
ンをボトムアップして作成されている。そのことか
ら、NDFは、監督機関が不在であり、検討や意思決定
において外部からの干渉も少ない組織であるように
思われる。

本来、ロードマップと言うからには、目的地までの幹
線道路が示されていなければならない。そして、廃炉
を完遂するための幹線道路は、燃料デブリの処理に関
する技術戦略のはずなのであるが、NDFのこれまで
の取組は、これが弱々しく心許ない。

本書では、現行の「プランB」に代わる案（プラン
C）についても概説する。まずは、「ドライ・アイラ
ンド」を造営して地下水の流入を止める。既設の建屋
の気密性・水密性を強化し、長期間の耐久性を向上さ
せる。その上で、近い将来の本格規模での燃料デブリ
の取り出しを見送る。それによって作業者の受ける
放射線を減らすと同時に、ロボット技術の進歩を待
つ。50年でも100年でも必要なだけ待てばよい。
40年で廃炉を完遂するという現行案を断念すること
は、失敗というよりも回避不能な現実である。代案
は、あるか否かなのではなく、無理な現行案に置き換
わるべきものとして考案されなければならないものな
のであり、「プランC」は、複雑な現実の理解の上で
考案した。変化の時である。
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主な技術用語の解説

BWR – 沸騰水型原子炉（Boiling Water Reactor）
と呼ばれる炉型のことで、福島第一原子力発電所に
ある6基には、すべてこの炉型が採用されていた。冷
却材と減速材軽水が使われる。原子炉内は約7MPa
の圧力で運転され、285℃で沸騰した蒸気が直接タ
ービンを駆動する。その蒸気は冷却されて復水とな
り、再び原子炉に送られ、循環を繰り返す。

CRD – 制御棒駆動機構（Control Rod Drive）と
は、中性子吸収材を含んだ制御棒の引抜きと挿入を
行わせるピストン構造の装置のことで、原子炉の核
反応を制御する機能を担う。制御棒を介して原子炉
の反応度を制御することで、原子炉の起動や停止操
作の際、通常運時の出力変動を行う際、および緊急停
止が必要な際に、水圧を利用して駆動される。

コリウム – 原子炉内の核燃料は、原子炉を停止させ
てもその直後には、故障により本来の冷却機能が失
われた場合には、内包する核分裂生成物の崩壊熱に
よって高温に過熱され損傷する。その状況がさらに
進行していくと、二酸化ウランのセラミック製燃料
ペレットが溶融し、ジルコニウム合金製の燃料被覆
管や炉心を支える金属製の構造物も溶融し、さらに
原子炉圧力容器の底部が損傷して崩落（メルトスル
ー）してからは、これらの溶融物がコンクリートをも
融かした熔岩状の夾雑物を形成し、これがコリウム
と呼ばれる。チェルノブイリ事故の場合、その固化
したものは、「チェルノビライト」と命名された。

燃料デブリ – 上述の「コリウム」とほぼ同義である
が、燃料ペレットが溶融しないまま破損した被覆管
から外部に放出された場合には、一緒に融けて金属
やコンクリートとの夾雑物を形成しないケースも考
えられ、「燃料デブリ」の範囲にはそのような物質も
含まれる。1号機の場合で約190トン、2号機と3号
機の場合で約260トンと推定され、それぞれのうち
ほぼ半分を二酸化ウランが占める。
	
制御棒 – 核分裂に必要な熱中性子を吸収する材料
（BWR用には主に炭化ホウ素の粉末を細いステンレ
ス鋼のチューブに充填したものやハフニウムの板が
選ばれる）を十字形の断面の長い棒状に成形した機
器。その下端はCRDと接続され、4体（2x2）の燃
料集合体の中心の隙間を上下に摺動することで、炉

心への挿入や引抜きが行われる。そのため、1基の原
子炉当たりの制御棒の数は、燃料集合体の数のほぼ4
分の1となる。BWRの制御棒は炉心の下から上に向
かって挿入され、上から下に向かって落下させられ
るPWRの設計とは対照的である。燃料よりも融点が
低いため、コリウムや燃料デブリに含まれることに
なる。

CRD ハウジング – 個々のCRDは、円筒形をしたス
テンレス鋼製の本機器の中に収納されている。個々
のCRDハウジングは、原子炉圧力容器底部の下鏡を
貫通して取り付けられているため、外側にある部分
は一次系圧力バウンダリーを構成する。制御棒の数
と同数あるため、原子炉圧力容器の下はCRDハウジ
ングが密集しており、それらに対する水平方向の耐
震性を確保するためCRDレストレント・ビームによ
って縦横に拘束されており、原子炉圧力容器への物
理的なアクセス性を阻んでいる。溶融して崩落した
燃料デブリの一部は、これらの機器や部品に滞留、
付着している可能性がある。 

臨界 –  核分裂性物質の核分裂が持続的に起こる状態
のこと。1回当たりの核分裂によって発生する平均約
2.5個の中性子のうちの1個が、他の物質による吸収
や系外への漏洩を免れて次の核分裂に費やされる場
合に成立する。これを上回る状態（超臨界）の場合
には炉心出力が急増し危険である。そのような状態
は、使用済燃料プールに保管された使用済燃料や原
子炉圧力容器から崩落して蓄積した燃料デブリの山
でも起こり得るため、保守的で入念な評価が必要で
ある。 

スクラム – 原子炉の緊急停止操作のこと。危険な状
態を検知することで自動的に作動するが、運転員が
手動スイッチで作動させることができる。この機能
に対する作動信号が投入された場合、制御棒が数秒
以内で全長挿入され、核分裂が停止する。米国シカ
ゴに建設された世界最古の黒鉛型原子炉で、安全制
御棒（Safety Control Rod）を、滑車を介したロー
プで吊るし、異常時にこれを斧（Axe）で切断する役
割の人物（Man）を配置していたことがこの略語の
語源となっている。  
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原子炉圧力容器 – RPV（Reactor Pressure 
Vessel）とも略記される。中心部に燃料集合体を
配置した炉心が設置された高温、高圧に耐える設計
の厚肉の低合金製圧力容器。放射性物質に対する閉
じ込め機能としては、燃料ペレット、被覆管に次い
で、3番目の障壁である。

炉内構造物 – 原子炉圧力容器の内部にある構造物
全般をいう。主にステンレス鋼とニッケル基合金製
で、特に炉心部分を垂直方向または水平方向に支持
する構造物に対しては、炉心支持構造物という分類
の名称が与えられている。炉心溶融に伴ってそれら
のうちのかなりの部分が一緒に融け、燃料デブリの
一成分となっている。

格納容器 – 放射性物質を閉じ込める機能を担う安全
系機器で、原子炉圧力容器の外側に設けられた気密
容器。GEによるBWRの設計の進化により、マークI
型からマークIII 型まで開発されたが、福島第一原子
力発電所の場合、1～5号機にはマークI型、6号機に
はマークII 型が採用されている。

ドライウェル – 格納容器の上部のスペース。マーク
I型格納容器の場合はフラスコ形をしている。主蒸気
配管破断（MSLB）を含む冷却材喪失事故（LOCA）
が発生した場合の圧力抑制のために用意された水を
貯蔵したサプレッション・プールがウェットウェルと
呼ばれるのに対する対語でもある。LOCA発生時に
放出される高温の水と水蒸気や、炉心損傷事故に発
展した場合に放出される放射性物質は、事故直後に
はドライウェル内に留められることになるが、事故
が悪化した場合には、ドライウェルも劣化、損傷し、
放射性物質が外部に漏洩することになる。原子炉の
運転中は、水素爆発を避けるために内部を窒素ガス
で置換している。

ペデスタル – ドライウェル内に原子炉圧力容器を設
置するために設けられた鉄筋コンクリート製の円筒
形台座のこと。ドライウェルはフラスコの球部を有
するため、コンクリートで平坦な床面が設けられ、
ペデスタルはその中心に設置されている。CRDの水
圧配管の布設やメンテナンスのためのCRDの搬出入
用、作業者の出入り用として、大小数ヵ所の長方形の
開口部がある。床面には2ヵ所にドレン・サンプも設
けられている。溶融炉心が原子炉圧力容器の底部を

貫通して崩落した場合、燃料デブリ（コリウム）の大
部分はペデスタル内に溜まることになるが、一部は
底部にある作業者のアクセス用開口部から外側に流
出する。

X-6ペネ – 「ペネ」とはPenetrationの略で、格納
容器の内外を貫通する開口部のことで、原子炉運転
中は閉鎖されている。多数ある「ペネ」のうちX-6 
ペネは、CRDをメンテナンスのためにペデスタルか
ら原子炉建屋に搬出するために設けられている。廃
炉計画の関係者は、燃料デブリの蓄積場所であるペ
デスタルに最短でアクセスするためのルートとして
着眼しているが、回収可能な範囲はかなり狭い領域
に限定されると思われる。

サプレッション・チェンバー（トーラス） – LOCAが
発生した際には、破断口から噴出する高温の水の気
化と水蒸気によって、格納容器内部の圧力が急上昇
する。そこでこれによって格納容器が破損するのを
防ぐため、発生した蒸気を凝縮させる冷却水が格納
容器内に蓄えられており、その部分がサプレッショ
ン・チェンバーまたはサプレッション・プールと呼ば
れている。特にマークI 型格納容器に属するサプレッ
ション・チェンバーに対しては、その形状がドーナツ
形をしていることからトーラスとも呼ばれる。

ダウンカマー – ドライウェルは、その内部の床面に
おいて8本のベント配管を介してトーラス上部と連結
しているが、LOCA時にドライウェル内で発生した
蒸気をサプレッション・プール水で効率よく迅速に凝
縮させるため、サプレッション・プールに貫入した各
ベント配管の先端は、トーラス内部でこれに沿って
一周するベント・ヘッダーに連結し、これにダウンカ
マーと呼ばれる100本前後の配管が接続されて垂直
下方に伸び、その下端が水面よりも十分深いところ
まで伸びている。

ホットセル – 特に高線量率の放射性物質や人体に危 
険なアルファ放射性核種などを安全に取り扱うため 
に設計された設備。作業者が直接触れる必要がなく、
通常は鉛ガラスの窓を通して内部の様子を観察しな
がら、マニピュレータを使ってこれらを取り扱う。
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1.  概要 － 福島事故からの10年とその先の展望

1.1.  40年で緑地1に復旧

巨大な津波を伴って2011年3月11日の東日本大震災
がきっかけとなり発生した福島第一原子力発電所の
重大事故。まだ、この事故の発生からそれほど時が
経っていない頃、すなわち、まだ原子炉圧力容器や格
納容器の健全性、中の損傷状況、作業環境などが十分
に把握されてもいなかった2011年12月21日、東京
電力は、そのような状況にもかかわらず早々に、「30
年ないし40年以内に緑地に戻す」との約束ともとれ
るような目標を発表した。つまり、廃炉と汚染物質
の撤去を、2050年頃までには終えさせるというもの
であった。

以来、このときの原版のロードマップが発表されて
から、これには4回の改訂が今日までに加えられて
いる。2

 
40年という当の発言者が、その職位にはすでおら
ず、まだ存命かどうかさえわからないような遠い将
来に対する決して責任が問われることのない約束。
具体的な方法、実現性の検討がほとんどないままで
の、取り敢えず事故の被災者や国民の憤りを収める

ための政治的な声明だったと思われるが、筆者はこ
れを、困難というよりも実質的に絶望的で、目指す
目標として掲げるべきではないと考えた。

というのも、「緑地」への復旧とは、たとえば米国に
おける廃炉の場合の環境保護庁（EPA）による基準
によれば、0.04mSv/年（約0.000005mSv/h）以下
とすることを要求し、これを放射線レベルとして計
測することは、自然のバックグランドに埋もれてし
まって不可能であることから、土壌の放射能濃度に
よって確認することになり、その値が7.4Bq/kg と
いう極めて低い値となることを思ったからである。
そして、これが事故後に引き上げられたクリアラン
ス・レベルの8,000Bq/kg はもちろん、それ以前の
100Bq/kgをも大きく下回る濃度であり、そのよう
な低レベルにまで汚染した土壌をすべて除去すると
なると、その量は、1,000万m3にも達すると推定さ
れたからである。
 

1.2.  ロードマップの立案（2011年）と「プランA」

福島第一原子力発電所の廃炉工程における最大の難
関は、事故によって損傷し、原子炉圧力容器とその
外側に融けて流失した1～3号機の核燃料、すなわち
燃料デブリをどのようにして回収するかであると認
識されていた。東京電力は当初、そのためのアプロ
ーチとして、1979年に発生したスリー・マイル・ア
イランド（TMI）事故における実績を踏襲しようとし
た。この概念は、以下の作業ステップからなる。

•	 原子炉圧力容器の上蓋を外す。
•	 放射線の遮蔽のため開放した原子炉容器を冠水

する。
•	 各種の水中遠隔操作装置を駆使して冠水した炉

心にアクセスする。
•	 燃料デブリを取出す。
•	 取り出した燃料デブリを遮蔽容器に収納して搬

出する。

1.  「緑地」とは、通常、米国における廃炉工程の終了にあたって一面に芝を植えて緑化し、”Green Field” と呼んでいることから、
本書においてもその訳語を当ててはいるが、実際には緑化の義務はなく、いわゆる「更地（さらち）」と表現してもよいところである。 
両者は同義語と見做してもよい。
2.  経済産業省の「中長期ロードマップ」のアーカイブによれば、2021年3月現在までに、2011年12月11日付けの原版に続き、 
2012年7月30日、2013年6月27日、2015年6月12日、2019年12月27日と4回の改訂を経ている。
https://www.meti.go.jp/english/earthquake/nuclear/decommissioning/archive_mltr.html  参照。
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確かにこの概念は、原子炉圧力容器さえ健全であれ
ば、たとえ上蓋の取り外しや、炉心の上部にある湿分
分離器、蒸気乾燥器が著しく損傷していてそれらを
取り除くのに長い時間を要したとしても、最も確実
で安全な方法のはずである。このオーソドックスな
アプローチを今、プランAと呼ぶことにしよう。しか
し筆者は、東京電力を中心とした検討チームが、この
プランAを早々に切り捨てる決断をできなかった技術
的能力と意思決定プロセスに、強い疑いを抱いた。

プランAがTMIとはまったく事情の異なる福島第一
原子力発電所の1～3号機に適用できないことは、細
かい技術情報がすべて揃っていなくても、十分明白
だったからである。

まず、原子炉圧力容器の底部に大きな穴が空いてし
まっていること、その穴から融けた燃料デブリの大
部分が流出してしまっていることが明らかだった。
したがって、これを冠水することができず、また出来
たところで、取り出す燃料デブリの大部分がもはや
そこにはない。そこで検討チームは、冠水のバウン
ダリーを原子炉圧力容器の外側、すなわち格納容器
に移し、相変わらず上からのアクセスによる遠隔水
中作業によって燃料デブリを取り出す修正を加えた。

しかし、そのような修正案も延々と検討を続けるに値
するものでないことは、すぐに気付いてよいはずで
あった。事故で高温高圧に曝露された格納容器は、
至る所に損傷と劣化が生じており、とても長期にわ
たって安全に冠水状態を維持できるものでないこと
が明らかだった。現に、原子炉圧力容器から漏れた
水は、格納容器によっても貯留することができず、す
ぐさまその外側に漏洩していた。そもそも格納容器
とは、膨大な枚数の薄い炭素鋼板を溶接で繋ぎ合わ
せ、防蝕用に塗装したものであるが、事故に伴う高
温、高圧への曝露に加え、熱膨張などによる複雑な
荷重を受け、塗装は剝離し、剥き出しになった金属面
には、冷却用として注入された海水が接触し、腐食も
考えられる。その上アクセス性が悪いために、損傷箇
所、劣化箇所を特定するための検査も修理もままな
らない。そのような容器に水を張り、劣化や地震に
よって大規模な裂傷が生じて大破することを恐れな

がら、何年もかけて燃料デブリの取り出し作業を行う
ことが、まともな発想であろうはずがない。

しかし、検討チーム３は、この実現性の見込まれない
危険なプランAをなかなか手放さず、無意味な実験と
検討に長い時間と膨大なコストを浪費した。

地下水、汚染水処理、燃料デブリの冷却

さて、発熱が続く燃料デブリを冷却するため、1～3
号機の原子炉圧力容器に対しては、注水が続けられ
た。水は燃料デブリから崩壊熱を除去すると共に、
セシウムやストロンチウム、トリチウムなどの可溶性
の放射性物質を抽出し、格納容器から漏れ、原子炉
建屋からも漏れ、今日に至るまで不明な経路を辿っ
て、タービン建屋地階から湧出した。これには、西
の阿武隈山地に降った雨が、伏流水として福島第一
原子力発電所の敷地内を地下水となって流れ込むた
め、原子炉圧力容器に対する注水を大幅に上回る常
時大量の汲み上げを必要とした。汲み上げた水には
油や塩分も含まれていたため、放射性物質を吸着し
て処理した水をタンクに蓄える前に、さまざまな処
理装置を通過させる必要があった。

こうして、燃料デブリの冷却のために注水を続けな
ければならず、注水を続ける限り、事故の初期対応に
おいて注入された海水に含まれていた塩分と燃料デ
ブリからの高濃度の放射性物質が抽出されてタービ
ン建屋地階から湧出し、これが合流する地下水によ
って増量し、処理装置で浄化された水は、一部は再び
冷却水として1～3号機の原子炉圧力容器に注水され
るものの、大部分の余剰水は敷地内に貯蔵されなけ
ればならず、広い敷地内には、タンクファームが急速
に拡張されていった。貯水容量1,000トンもの巨大
な鋼製のタンクが、3日ほどで一杯になり、1年も経
つうちに新たに100基以上が並んでいく。

処理装置は、化学薬品で沈澱させる原理のもの、ゼオ
ライトに放射性セシウムを吸着させるもの、塩分を
分離する逆浸透（RO）膜装置などが初期の段階から
使用され、放射性物質を含んだ沈澱物のスラッジや

３.  同検討チームは、東京電力を中心とする原子力産業界と資源エネルギー庁、原子力安全・保安院からの代表者らで構成。東京電力
による「福島第一原子力発電所1～4号機の廃炉に向けた中長期ロードマップ」（2011年12月21日）参照。
http://www.tepco.co.jp/en/press/corp-com/release/betu11_e/images/111221e14.pdf
廃炉の工程表は、2011年8月に立ち上げられた原子力委員会の専門家グループによって作成され、これによると、燃料デブリの取り出
しに10年以内で着手することを目標とするが、廃炉の完了には少なくとも30年を要するとのことであった。
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使用済の吸着塔は、著しい高熱を発するほどであっ
た。そして、それらの安全な保管場所も確保しなけ
ればならなくなった。これらの装置で処理された水
は、依然とある濃度の放射性物質を含んでいて、よ
り高性能の吸着装置が必要とされた。

劣化した建屋の補強、使用済燃料プール

事故によって原子炉が損傷したのは1～3号機であっ
たが、水素爆発によって原子炉建屋が著しく損傷し
たのは、1、3、4号機であった。2号機は、1号機の
水素爆発の衝撃によって脱落したブローアウト・パ
ネルが排気口となって水素が排出されたことで爆発
が免れ、一方4号機は、3号機で格納容器ベントを行
ったときの水素が、合流する排気ダクトを逆流した
ことで、その爆発によって激しい破損を起こした。
水素爆発の威力は、原子炉建屋最上階の天井と壁を
粉砕し、周辺の広い範囲に放射性物質に塗れた落下
物を散乱させた。3号機の場合には、その落下物によ
ってタービン建屋の天井に巨大な穴を作り、その後
そこから雨水が流れ込んだ。1号機の場合には、床
面をも損傷させた。そして爆発したすべての原子炉
建屋において、天井クレーンや燃料交換台車も損傷
し、上空から降り注いだ瓦礫とともに使用済燃料プ
ールに落下したところもあった。4号機の場合には、
爆発による著しい損傷が下階の構造物にも及び、最
も多くの使用済燃料が貯蔵された使用済燃料プール
の重みを支え続けることができなくなるのではない
かと心配され、真っ先に補強が施されることになっ
た。そして、真っ先に使用済燃料の搬出が行われる
ことになった。
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1.3.  国際廃炉研究開発機構（IRID）の設立（2013年）と「プランB」

実現性の見込まれない危険なプランAは早く断念さ
れ、より現実的な計画に進路変更される必要があっ
たが、そのような気運は、東京電力と検討チームの
間には、しばらく萌芽さえなかった。2013年8月、
日本原子力研究開発機構（JAEA）や電力会社（沖縄
電力を除く）、プラントメーカーなど18法人による
福島第一原子力発電所の廃炉に向けた研究を行う団
体、国際廃炉研究開発機構（IRID）が設立された。4 

IRIDは、廃炉のためのさまざまな分野の要素技術
の開発を公募した。筆者はこれに、要素技術ではな
く、根本的にプランAに取って代わるための新たなア
プローチを210ページのレポート（フクシマ・クロー
ジャー・プラン）としてまとめ、2013年10月23日
に提出した。以下、筆者がこれに盛り込んだ主要な
特徴を概述する。

1.	 燃料デブリの冷却方法、燃料デブリの回収方法、
汚染水の発生を抑制する方法は、相互に関連性が
あるため、それぞれに対する方法論を個別に検討
するのではなく、全体的な戦略を構築することが
重要である。

2.	 燃料デブリの冷却は、その回収を、格納容器を水
没させて上から行おうとする限り自動的に達成
されるが、そもそも危険が大きく、対策が困難で
あることから断念せざるを得ない。

3.	 汚染水は、燃料デブリの冷却として水を使い続
ける限り発生が続く。汚染水の発生を止めるた
めには、燃料デブリの冷却方法を、水冷から空冷
に切換えることが条件の一つとなる。したがっ
て、燃料デブリの回収は、空冷を維持した状態で
行う必要がある。また、建屋に地下水が流入する
流路の遮断も必要である。

4.	 燃料デブリの空冷化は、その発生熱量を考慮する
限り、格納容器の外面を放熱面として除熱するこ
とで無理なく達成できる。格納容器の外面から
の放熱を維持するための気流の確保は、原子炉建
屋との間にある既存の空隙を利用することで可
能である。これにより、格納容器のバウンダリー
自体は、十分低温に維持できる。格納容器内の
機器や構造物が一部高温化するが、水冷によって
低温を維持しなければならない機器や構造物が

あるわけではなく、高温化するとは言え、燃料デ
ブリが接触しているのは、稠密に配筋された鉄筋
コンクリートであり、ある程度の熱伝導が期待さ
れ、著しい強度の低下や劣化を招くほどの高温に
はならないことが、熱解析によって裏付けられる
はずである。

5.	 燃料デブリは、注水を終わらせるだけで、崩壊熱
によって徐々に乾燥化していく。格納容器内の
水分、湿分は、内部の雰囲気を取り出して除湿器
を再循環することで除去する。

6.	 燃料デブリの回収は、地下から原子炉圧力容器の
中心軸に合わせて上に向かって掘削してアクセ
スする。地下には、この作業用のホットセルを予
め設置しておく。ホットセルの内部は、案内管
を介して格納容器とバウンダリーと一体化させ
る。ホットセルは、研究施設や使用済燃料の再処
理施設などで使われているものと同じ構造で、
その外側から厚い鉛ガラスを通して内部の状況
を監視しつつ、マニピュレーターによって内部に
ある装置や設備を操作することができる。

7.	 ホットセルの内部は、4つのセクションに分かれ
ている。最初のセクションでは、案内管を介し
て上方に向かう多軸ロボット・アームの先端に
取付けられたタングステン・カーバイド製のド
リル・ビットが、燃料デブリを粉砕し、吸引回収
する。回収物に対しては、臨界防止のために中
性子吸収材（炭化ホウ素）の粉末が混ぜられ、
均質化された粉末のサンプルを採取して、含有
される核分裂性物質の組成が分析される。2番目
のセクションでは、粉末をPWRの燃料集合体の
輪郭寸法を有し、長さが半分の角パイプのカプ
セルに充填する。3番目のセクションでは、この
カプセルに蓋を取付け、溶接する。そして、この
カプセルを遮蔽付の輸送容器に入れる。最後、4
番目のセクションでは、輸送容器を吊り上げて
搬出する。

8.	 ホットセルから遮蔽付の輸送容器に入れられて
搬出されたカプセルは、深いプールのある専用
の作業棟で、使用済燃料の貯蔵に使われるキャ
ニスターに装荷される。カプセルは上下二段、
全74本装荷して1基のキャニスターが一杯にな
る。全数装荷されたキャニスターは、作業プール

4. 「IRID設立のあいさつ」（2013年8月8日）参照。 http://irid.or.jp/_pdf/en/20130808_greeting.pdf
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から遮蔽容器に入れて取り出して移動し、専用
の保管エリアに、コンクリート・キャスクに入れ
て貯蔵する。

9.	 汚染水の発生を抑制するためには、建屋に流入
する地下水を遮断しなければならない。そのた
めの方法としては、凍土壁も選択肢としてはある
が、遮水が成功しない可能性がある。そして、長
期におよぶ運用にはディメリットがある。した
がって、より確実な方法として、敷地の一帯を取
り囲むように、海に繋がる濠を掘削し、阿武隈山
地からの地下水を遮断する。それによって福島
第一原子力発電所の敷地を島状に隔離し、表土
を不透水化し、水路を整備して、敷地内の地下水
位が海面と同じになるまで低下させ、全体を「ド
ライ・アイランド」にする。

10.	福島第一原子力発電所の敷地一帯は、緑地復旧
は断念せざるを得ないが、これを外部から隔離
した「ドライ・アイランド」とすることで、土地
のさまざま有効利用が図られる。大量の放射性
廃棄物を埋設処理するためのトレンチも造営で
きる。原子炉建屋の地下にホットセルを設置す
る工事も地下水の問題が軽減できて施工し易く
なる。濠は、セキュリティ対策の強化に使える。

11.	放射性物質を除去し、トリチウムだけを含んだ
汚染処理水は、一部はコンクリートで固化し、こ
れを濠の擁壁などに活用する。残りは、海水の
潮位の干満を利用した大量の水流で希釈して管
理放出する。

12.	建屋内の滞留水は、汲み上げて処理し、除去す
る。敷地全体が「ドライ・アイランド」となるこ
とで、建屋内に地下水が流入して汚染水が発生し
続けることはなくなる。滞留水のうち、サプレッ
ション・プール内にあるものは、事故当時から置
換されずに滞留したままである可能性があり、
その処理には慎重に臨む必要がある。

13.	敷地内の建屋は、除染を行い、不要なものは解体
するが、廃棄物の貯蔵庫などとして活用できる
ものは、適切な処理をした上でそのような目的
として極力活用する。

結局、筆者の「クロージャー・プラン」に対しては
IRIDの関係者に興味をもってもらうことができず、
約10カ月後に7分半の説明の機会が与えられた末に
無視されてしまったが、やがて東京電力らの検討チ
ームは、従来のプランAを廃し、以上の筆者の提案と
幾つか共通性のある新案へと切換えていった。ここ
では、これをプランBと称することにする。

計画の見直しと原子力損害賠償機構の設立、プランB
以下、プランBが具体化されていった過程である。
2011年9月、官民の共同出資によって原子力損害
賠償機構（Nuclear Damage Liability Facilitation 
Fund）が設立されていたが、2014年8月18日、
同機構の役割に福島第一原子力発電所の廃炉や汚
染水対策を追加して改組し、名称が、原子力損害
賠償・廃炉等支援機構（NDF　Nuclear Damage 
Compensation and Decommissioning Facility 
Corporation）と変更された。そして、福島第一原子
力発電所の廃炉計画に関しては、政府が「中長期ロー
ドマップ」を示し、NDFが「戦略プラン」を策定す
ることとなった。

NDFは、2015年4月30日付で「東京電力（株）福
島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン
2015～2015年中長期ロードマップの改訂に向けて
～」と題した報告書を発行したが、その中で燃料デブ
リの取り出しに関する工法の選択肢の絞り込みとし
て、以下を「重点的に取り組む3つの燃料デブリ取り
出し工法」に掲げている。

　①　冠水－上アクセス工法
　②　気中－上アクセス工法
　③　気中－横アクセス工法

これらのうち、③の工法は、燃料デブリを格納容器
の横（原子炉建屋１階）から取り出す工法のことで
ある。翌年、東京電力（株）は、東京電力ホールディ
ングス（株）に組織と社名を変更したため、この年
以降の報告書は、「東京電力ホールディングス（株）
福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラ
ン20XX」となった。2016年7月13日付で発行され
た技術戦略プラン2016では、重点的に取り組む3工
法が、前年のまま残っている。これらのうち「気中－
横アクセス工法」に関しては、ドライウェル底部 
（ペデスタル内側、外側）の燃料デブリの取り出しに
は適しているが、RPV内の燃料デブリへのアクセス
は難度が高いと評している。筆者のクロージャー・
プランは、敢えてこのような表現に合わせるならば、
「気中－下アクセス工法」とでもなるところである
が、もちろん筆者自身、横アクセスも考慮していた。
そして、やはり多軸ロボット・アームの技術が進ん
だとは言え、どうしても手の届かないところが発生
し、特にRPV内へのアクセスは困難であろうと考え、
「下アクセス」を選んだのであった。アクセスの問
題さえ解決されるならば、下でも横でもこだわるつ
もりはなかった。
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翌年度の技術戦略プラン2017は、2017年8月31日
付で発行された。依然と重点的に取り組む3工法がそ
のまま残されているが、これらのうち「冠水－上ア
クセス工法」に関しては、止水のための遠隔補修技術
の開発難度が高い、補修にかかる総被曝量が過大と
評している。そして、2018年10月2日に発行された
技術戦略プラン2018において、ようやく「冠水－上
アクセス工法」、すなわちプランAが切り捨てられ、
気中工法へと絞り込まれ、特に「気中－横アクセス
工法」に検討を傾注するようになっている。

技術戦略プラン2019は、9月9日に発行された。この
中では、小規模なパイロット試験としての燃料デブ
リの取り出し、収納・移送・保管の一連のプロセスに
ついて、「気中工法へと絞り込んだときの具体的内容
が説明されている。まず取り出しのための格納容器
内へのアクセスはX-6ペネからで、これにエンクロー
ジャを、気密性が保たれるように接続し、格納容器と
同じ空間のバウンダリーを構成させ、その中で取り
出したデブリを容器に入れる。次にこれを遠隔運搬
台車に載せて原子炉建屋の外に搬出し、保管設備に
搬入する。ここでは分析用サンプルを取り出し、最
後に取り出され、ここまで運搬された燃料デブリを
一時保管セルで保管する。以上のパイロット試験の
計画が、比較的詳しく述べられている。

そして、2020年10月6日付で発行されたNDFの技
術戦略プラン2020では、パイロット試験の計画がさ
らに具体化され、2号機を対象に、アクセス装置のロ
ボット・アームの開発や、燃料デブリの回収装置とし
て、パイロット試験用としては金ブラシ方式と真空
容器方式を使い、より規模を拡大してからは、グリッ
パーツールと掘削回収ツールを使うことが提案され
ている。

燃料デブリの回収

以上のように、燃料デブリの回収については、2020
年10月の時点においても、2号機を対象としたパイ
ロット試験の概念に対する具体化が進んだ程度であ
る。放射線環境や格納容器内の状態などが異なる1
号機と3号機に対しては、別途検討しなければならな

い。そして、パイロット試験から得られる経験によ
って、次に直ちに本格規模の作業へと展開するだけ
の確信が得られるかと言えば、まったくそうではな
い。

パイロット試験では、X-6ペネからアクセスし、ペデ
スタル内の最も手近にある箇所から、取り出しの最も
容易な燃料デブリを少量採取することによって、比
較的容易に目標を達成するだろう。しかし、本格規
模の作業では、たとえばX-6ペネの直下など、ペデ
スタル内でも手の届きにくい箇所があり、さらに難度
が高いのは原子炉圧力容器の中である。まずはこの
中にアクセスする手前には、CRDハウジングやICM
ハウジング、およびそれらを固定するためのスタビラ
イザーが複雑に遮っており、さらにどうにかこれを撤
去して中に入ったとしても、複雑な内部の構造物に
石化して固着した燃料デブリを掻き出さなければな
らない。ロボット・アームには、パイロット試験の場
合に比べて数ヵ所の関節を増やさなければならず、
アクセスのための動作や先端部の位置制御がより複
雑化し、故障のリスクが増す。一方、固着した燃料デ
ブリは、かなり硬く、剝離や粉末化に時間がかかる。
本格規模の作業が遂行可能であることに一定の確信
を得るためには、パイロット試験の成功の後にも、
まだ何段階もの実証試験をクリアしていかなければ
ならない。

そのような前途の困難を考慮した場合、筆者は、NDF 
によるプランBは、パイロット試験に限っては、筆者
のクロージャー・プランよりも有利であろうが、本格 
規模の作業に対しては、計画の具体化が依然と未熟
であり、むしろかなり不利なアプローチであると考
える。

燃料デブリ回収以外の廃炉作業

さて、燃料デブリの回収以外の廃炉活動にも目を向
けてみよう。

汚染水対策として導入した凍土壁の建設は2014年6
月に着工した。5  そして完成を迎え、運用が2016年
3月から始まった。6 その導入を推進した関係者は、

5.  東京電力によるプレス・リリース（2014年6月3日）参照
https://www.tepco.co.jp/en/press/corp-com/release/2014/1237060_5892.html
6.  東京電力・鹿島建設による発表資料による
https://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/handouts/2016/images/handouts_160331_02-e.pdf
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一定の役割を果たしていると主張を曲げないようで
あるが、その遮水能力の実績を見る限り、彼ら自身が
最も失望しているのではないかと思われる惨めなも
のであり、費用対効果において成功だったと主張す
ることは、著しく困難であると思われる。そして、
供用が長引けば、やがて1,500本ある冷却液の配管が
劣化を呈し始める。今後は、検査やメンテナンス、
交換のためのコストと作業被曝が増加していく可能
性がある。

結局、この遮水の失敗により、今までにも、そして今
後も建屋への地下水の流入は続き、日々の大量の汚染
水の発生も止めることはできない。取り敢えず約2年
先までの貯蔵容量は確保したようであるが、いよいよ
その先の方策がなくなり、貯蔵した処理水を量的に減
少させる方向に転じなければならない厳しい時期を
迎えている。

使用済燃料プールからの燃料搬出は、既存の取扱設備
が健在で干渉物の問題さえなければ、実績が豊富で、
難度の低い作業であると言える。しかし、燃料交換台
車と天井クレーンを失ったことと、大量の瓦礫がプ
ール内に崩落したことで、作業環境と作業条件が著
しく悪化し、4号機での完了から環境整備のための長
いブランクを経て、ようやく2021年2月28日に3号
機からの搬出を完了した。実に、1日平均1体未満の
作業ペースであった。1、2号機での着手は、当初の

計画からかなり遅れてしまっている。これに対して
筆者は特に批判は控えたいが、関係者には、机上の作
業計画と現場の実務の間には必ず予知できない問題
が発生し、思わぬ滞りが生じるものであることを、
普遍的な現実であると認識して欲しい。作業環境と
作業条件が著しく悪化したとは言え、作業の難度は
依然比較的低いはずの作業である。しかし、それさ
えも10年経ってやっと半分をやり遂げたに過ぎない
のである。

一方、福島第一原子力発電所の敷地内で発生する廃
棄物の処理業務においては、着々と必要なインフラ
整備、すなわち、貯蔵施設、焼却施設、減容処理施設
などの建設が進んでいる。しかし、これらの計画は飽
くまで、屋外に野晒しにできない放射性廃棄物を屋内
施設に収納することだけを目的としたもので、あら
ゆる廃棄物が整然とそれらの施設に収納されること
を意味しているのではない。むしろ敷地内には、収納
される量を大幅に上回るしきい値以下の放射性廃棄
物と、コンクリートの瓦礫や、鉄筋、鉄骨、配管など
鋼材スクラップなどからなる一般産業廃棄物が積ま
れた状態となり、関係者が「リサイクル可能」と言っ
てみたところで、それらに対する具体的な用途が定ま
り、引き取り手が現われるまでの間は、敷地内に残さ
れたままとなってしまうのである。

1.4.  プランBの意味すること
NDFの技術戦略プランからは、以下の暗示が読み取
られる。

・　緑地に戻すことは無理
まず、「40年で緑地に戻す」との元々の声明は、当
初期待を抱かせていたときの意味から違ってきてい
ること。すなわち、「緑地に戻す」ことの本来の意味
は、敷地の用途に対して制限や条件が課されないこ
とで、当然、その意味であると期待していたはずなの
であるが、今やそうではない。仮に計画がすべて首
尾良く進められ主要な建屋が解体されたとしても、
そして敷地の大部分に芝生が植えられて文字通りに
緑地になったとしても、そこを他の土地と同じよう
に、宅地として利用したり、農業や酪農を営んだり、
工業団地にしたり、商業活動を行ったり、学校や官公

庁の施設として利用したりはもちろん、野球やサッ
カー、テニス、陸上などの運動施設、公園として利用
することもできる環境にはならない。と言うのも、
そのような環境となるためには、欧州の幾つかの国
々で採用されている基準であるところの10μSv/年
に適合しなければならないのであるが、土壌の汚染
レベルを考慮するだけでも、まったくそのような期
待は無理だからである。

しかしこのことは、決して衝撃的なわけではなく、 
2011年3月に事故が発生した時点ですでに分って
いたことであった。そして、達成できない理由が、
「40年」という期間の短さにあるというわけではな
い。これを80年、120年、160年と延長したところ
で無理なことは、放射性セシウムの半減期（約30.1
年）を考慮し、10μSv/年を達成するために除去され
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なければならない汚染土壌の量が、余りにも膨大で
あることから容易に理解できるはずである。そのよ
うな無理な目標は、初めから掲げるべきではなく、
期待させるべきでもなく、ましてこれに向けて無尽
蔵にリソースを投じるという努力も避けるべきであ
る。そのような努力が、地元の被災者に対する償い
の仕方だという単純な考え方が根底にあるのだとす
るならば、もう一度現実を見つめ直し、真摯な話し
合いをするべきである。

・　燃料デブリの回収の目処が2号機でのパイロッ
ト試験の成功で裏付けられるわけではない
既述の通り、パイロット試験と本格規模の作業との間
には、大きなギャップが存在する。NDFが絞り込ん
だ工法（気中－横アクセス工法）が、パイロット試験
に対しては適用できても、本格規模の作業に対して
も有効であるとは思われない。

・　使用済燃料の処理は使用済燃料プールからの搬
出だけでは終わらない
今日までに、3号機と4号機の使用済燃料プールから
の搬出がほぼ完了しているが、これをもって、進捗率
が約半分と判断してはならない。共用プールに移し
替えをしただけなのだからである。そして、この先
さらに共用プールから乾式貯蔵キャスクに詰め替え
を終わらせたところで、依然と問題は解決しない。

最終的には、それらがすべて福島第一原子力発電所の
敷地から運び出され、なくならなければならないの
であるが、これは未解決のバックエンド問題に繋が
り、これが解決されるまでの間は、敷地内に保管され
続けるか、次の一時保管場所に移されるかである。

・　燃料デブリの処理も回収と保管だけでは終わら
ない
以上の使用済燃料の処理に関する問題は、首尾良く
回収されたと仮定する燃料デブリについても言える
ことであり、やはり延々と福島第一原子力発電所の
敷地内に保管され続けるか、次の一時保管場所に移
されるかである。なお、燃料デブリに対する最終処
分法には、化学的な再処理技術が適用できない。し
たがって、早くても、この処分に適した地層処分の
施設が開設されるまでの期間、待機が続くことにな
る。

・　固体廃棄物は貯蔵庫に収納されないものも含め
て処理されなければならない
さらに以上の最終処分の問題は、福島第一原子力発
電所の敷地内にある貯蔵施設で保管される放射性廃
棄物と、貯蔵施設での保管を要せず、敷地内で外気に
曝されたまま放置されるコンクリートの瓦礫や鋼材
などのスクラップについても当てはまる。

1.5.  �現行のロードマップと技術戦略プランに対する見直しの必要性 
（プランC）

以上のような先々の問題、すなわち超長期の時間軸
での最終的な処理にまで考察を深めた場合、プランB
に沿った燃料デブリの回収が、果たして最適な選択
肢なのかが疑問になる。つまり、燃料デブリの回収
が最終ゴールなのではなく、どうせこれを終えたと
ころで、その後に長い空白期間が生じてしまうこと
が不可避であるこのプランBは、NDFが説明するよ
うに、迅速性を以て取り組むべき最適で最善な選択
肢なのだろうか。

いずれそのような長い空白期間が待ち受けているの
であるならば、それを今の時期に充て、燃料デブリ
の放射性物質を拡散させない閉じ込め機能の確立だ
けに取り敢えず専念し、その間に生まれて成長する

新技術の応用の機会を探るという選択肢もあり得る
だろう。

筆者がIRIDに対して提出した「フクシマ・クロージ
ャー・プラン」をまとめたときには、このような思考
が浮かぶことはなく、危険な核分裂性物質と核分裂
生成物からなる燃料デブリを、原子炉圧力容器や格
納容器の中で、無秩序に放置しておくのは論外であ
ると決め付けていた。もちろんこれに最初に飛び付
き、初めから回収のための探究と努力をしないとい
う横着な選択肢がよいものだとは今でも思わない。
しかし、燃料デブリの回収を、今の技術で達成するこ
とが著しく危険で、技術的に困難で、コスト高である
場合には、それも受け入れた上で、次善の策を練って
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もよいのではないか。そして、そのような思考の切
り替えを後退と見做すのではなく、前向きなパラダ
イム・シフトと考えるのである。

具体的には、格納容器を不完全ながらも一次バウン
ダリーとし、原子炉建屋の外面をより密閉性の高い
二次バウンダリーとする案であり、これをここでは
プランCと呼ぶことにする。言うまでなく、そのよ
うなプランCは、暫定的なものとなる。しかし、原
子炉建屋の構造的な健全性と密閉性の維持だけなら
ば、100～150年程度の維持が、それほど高度な要
求とは思われない。

さて、重要なのは、そのような時間稼ぎが、放射性
のセシウムやストロンチウムの放射能を10分の1ほ
どに低減させてくれる以外、どのようなメリットを
もたらすと期待できるかである。半減期の著しく
長いアクチノイドの放射性核種を含む燃料デブリに
対し、原子炉建屋の構造的な健全性と密閉性を強化
し、その維持を延々と更新していくことが、準恒久的
処分法として認められることは、将来もあり得ない
だろう。そのような放射性核種を人工的に無害化す
る画期的技術が開発されることも期待するべきでは
ないだろう。しかし、あらゆる産業分野で需要のあ
るロボット技術の飛躍的な進歩は確実に期待できる。

鉱山での掘削ロボット（Mining Robot）や潜水ロボ
ットは、10年以上前から導入され、年々機能が進化
している。米国航空宇宙局（NASA）は、月や火星
の地表で掘削作業を行うロボットの開発を行ってい
る。しかし、格納容器内においては、障害物を避け
ながら階段やはしごの昇降を行うなどのより高度な
運動機能が必要となるだろう。

たとえば、ボストン・ダイナミクス社が開発したヒュ
ーマノイド「アトラス」は、登場してからすでに久
しく、合計28の自由度の関節を有するこのロボット
の運動機能は、二足歩行は言うに及ばず、倒立、滑
らかな前転、ジャンプ、後方転回を含む体操選手さ
ながらの運動や、ドアの開閉、電動工具の使用、弁
の開閉操作、配管接続といった多様なタスクもこな
す。レーザーやプラズマを使った溶断、溶接なども
早晩これらに加わるだろう。格納容器の貫通孔から
アームを入れてといった発想は、すでに相当時代遅
れなものとなっており、100年もの期間を待つこと
なく、多様な技能を身に付けたヒューマノイド集団
が作業チームとなって、直接ペデスタル内や原子炉
圧力容器の中で工具を操り、丁寧に燃料デブリを掻

き出す作業を行うことができるようになっているこ
とだろう。つまり、今NDFが、自由度と運動機能の
低いロボット・アームで、燃料デブリの回収をどのよ
うに行うか苦慮しなくても、遠くない将来には、これ
を遙かに超えるヒューマノイドの作業チームが、労
働災害や放射性被曝の心配もなく、手際よく作業を
こなせるようになっているはずである。

したがって、NDFが現時点で専心すべきことは、燃
料デブリの空冷化、建屋内滞留水の処理、建屋内の
除染、不要な可燃物の撤去と防火設備の設置、およ
び、格納容器、原子炉建屋のバウンダリーに対する構
造的な健全性と密閉性の強化、維持であって、燃料
デブリの回収工法の開発は、せいぜい2号機における
パイロット試験を終えたあたりを区切りとして、一
旦打ち切るべきである。

そのような将来への先送りについては、倫理的に望
ましくないとの考え方もあるだろう。しかし、技術
力の低さ故に膨大なコストを要し、その捻出のため
に多額の国債を発行してその処理を将来の世代に押
し付けるくらいならば、むしろその半分を基金とし
て蓄えて引き渡した方が、将来の世代の技術者は、
彼らの優れた技術力によって、それを元手に余裕で
解決してくれることだろう。
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2.  �政府による中長期ロードマップとNDFによる
技術戦略

福島第一原子力発電所の廃炉事業は、実質、東京電
力ホールディングスを中心とした半官・半民組織の
原子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）の主導で
進められているが、その運用資金のスポンサーであ
る政府を代表する組織として、廃炉・汚染水対策関
係閣僚等会議が設置されている。同関係閣僚等会議
が、NDFに対するオーバーサイト機関というわけ
ではないが、政府における主管機関としての立場か
ら、その実務を担う経済産業省が、「東京電力ホール
ディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置
等に向けた中長期ロードマップ」を発表、適時その
内容を更新し、一方NDFは、その内容と整合する形
で「東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力
発電所の廃炉のための技術戦略プラン」を毎年発表
している。

中長期ロードマップは、2019年12月27日付けで発
表された第５回改訂版７が最新で、技術戦略プラン
は、2020年10月6日付で発表されたものが最新であ
るが、前者の内容は、後者の概要版とほとんど重複
している。

中長期ロードマップでは、廃炉の全工程を第1期、第
2期、第3期に区切っている。なお、これが策定され
る前には、事故直後から安定化に向けた緊急的な対
応の期間があり、これをステップ1（放射線量が着実
に減少傾向にある状況）とステップ2（放射性物質の
放出が管理され、放射線量が大幅に抑えられている
状況）とに分け、それぞれ2011年7月、2011年12
月に達成したと宣言している。続く第1期は、ステッ
プ2の終了から初号機での燃料取り出し開始までの
期間とされ、2013年11月、4号機での作業が開始さ
れたことで、これも達成されたと宣言された。第2期
は、燃料デブリの取り出しが開始されるまでの期間
と定められている。これは、2号機でのパイロット試
験が始まることで、2021年12月までに達成が予定
されているとのことである。そして、ここから先は
全て、第3期と定められており、その完了の目標を、
ステップ2の完了から30～40年後と設定している。

ただし、これでは第3期の内容が膨大で漠然としてお
り、進捗が把握し難いことから、まずは2031年末ま
での期間を「第3－①期」とし、次の4つの分野に対
し、この期間中の具体的なマイルストーンを設定し
ている。以下は、それらの中の例である。

１．汚染水対策
•	 汚染水発生量を100m3/日以下に抑制 

（2025年内）
•	 原子炉建屋滞留水を2020年末の半分程度に低減

（2022年度～2024年度）
２．使用済燃料プールからの燃料取り出し
•	 2号機燃料取り出し開始 

（2024年度～2026年度）
•	 1号機燃料取り出し開始 

（2027年度～2028年度）
•	 1～6号機燃料取り出しの完了 

（2031年内）
３．燃料デブリ取り出し
•	 2号機における燃料デブリ取り出しの開始

（2021年内）
４．廃棄物対策
•	 瓦礫等の屋外一時保管解消 

（2028年度内）

前述の4つの分野が選ばれた論理は、NDFの技術戦
略プランにおいて次のように説明されている。ま
ず、放射性物質に起因するリスク低減の考え方とし
て、英国原子力廃止措置機関（NDA）が開発した
SED（Safety and Environmental Detriment）を
用い、定量的に評価を行ったと述べている。

　SED ＝「潜在的影響度」x「管理重要度」
　潜在的影響度：放射性物質が人体に取り込まれた
　場合の内部被曝の影響度を示す指標
　管理重要度：事象の起こりやすさを示す指標

その上で、SEDに基づき、優先順位の高い3つの主要
なリスク源が、次のように選び出された。

７.  経済産業省：「東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた中長期ロードマップ」（2019年12月27日）
https://www.meti.go.jp/english/earthquake/nuclear/decommissioning/pdf/20191227_3.pdf
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1.	 相対的にリスクが高く、優先順位が高いもの 
（建屋内滞留水やプール内燃料）

2.	 直ちにリスクとして発現するとは考え難いが、
拙速に対処した場合にはかえってリスクを増加
させ得るもの（燃料デブリ）

3.	 将来的にもリスクが大きくなるとは考え難い
が、廃炉工程において適切に対処すべきもの 
（汚染装置スラッジなどの固体廃棄物）

しかし、筆者にとってこのような中長期ロードマッ
プやマイルストーンが釈然としないのは、一つ目に
は、そもそもこのロードマップが目標とする最終状
態が示されておらず、二つ目には、ロードマップと
称していながら、処理されていく主要項目のシーケ
ンスが、クリティカルパスとして示されていないこ
とによる。

最終状態なきロードマップ

第3期の完了が、「ステップ2の完了から30～40年
後」と設定されてはいるのであるが、奇妙なことに、
ロードマップが行き着く最終的状態が、どのような
ものとなるのか説明されていない。福島第一原子力
発電所の廃炉のロードマップなのであるから、本来の
意味からすると、敷地の全域か、少なくとも大部分の
面積については、無条件解放が原則のはずである。
すなわち、廃炉が完了した時点で、その後の土地利用
については、人が居住してはならない、畑を作っては
ならない、井戸を掘ってはならないといった制約が
与えられるべきではない。

しかし、この中長期ロードマップは、その第3期が完
了したと宣言された時点でも、明らかにそのような
状態には至っていない。依然と敷地内には、大量の
使用済燃料が乾式キャスクに入れられて保管され、
燃料デブリも同様である。さらに、少なくとも10棟
以上の巨大な固体廃棄物貯蔵建屋が、それらの内部
に大量の放射性廃棄物を収納したまま残っており、
コンクリートの瓦礫や鉄筋、鉄骨などのスクラップも
野積みされたままどこかに放置されたままである。

そして、敷地内の放射線レベルが、米国環境保護庁
（EPA）の定める40µSv/年や、多くの欧州諸国が
定める10µSv/年の基準を満足することもなく、公
園やスポーツ施設としても、工業団地としても使用
できない。結局そのまま、使用済燃料や放射性廃棄
物の処理施設、貯蔵施設となるだけではないかと思
われるのだが、これについてロードマップは無言で
ある。

そもそも日本においては、廃炉の最終状態に対する
放射線レベルの基準や要件が明確に定められてい
ない。2019年2月に世界原子力協会（WNA）の廃
棄物管理・廃炉ワーキング・グループが発行した報
告書「原子力施設の廃止措置によって発生する資
材と廃棄物を管理するための方法（Methodology 
to Manage Material and Waste from Nuclear 
Decommissioning）8」の別添資料であるAppendix 
2 「国による最終状態の要件（National End State 
Requirements）」においては、ベルギー、カナダ、
中国、フランス、ドイツ、イタリア、インド、オラン
ダ、ロシア、スペイン、英国、米国における実態が
まとめられているが、日本はこの中に含まれていな
い。また、これらの国々の中には、ケースバイケース
としている国々も少なくはないが、少なくともベル
ギー、イタリア、オランダ、英国においては10µSv/
年が明記されている。

なお、福島第一原子力発電所の敷地内に保管されて
いる瓦礫や汚染水等から敷地境界に追加的に放出さ
れる線量（自然界にもともとあった線量を除いて、
新たに放出されて増した分の線量）に対しては、原
子力規制委員会が、「年間1mSv未満」に抑えること
を求めているが（2012年11月7日付け「特定原子力
施設への指定に際し東京電力株式会社福島第一原子
力発電所に対して求める措置を講ずべき事項につい
て」、および、2014年2月26日付け「東京電力福島
第一原子力発電所敷地境界における実効線量の制限
の達成に向けた規制要求について」）、これが廃炉の
最終状態に対する要件とは無関係な特別の基準であ
ることを、原子力規制委員会は、誤解を避けるため
にも明示すべきである。

8. WNA, “Methodology to Manage Material and Waste from Nuclear Decommissioning Waste Management & Decom-
missioning Working Group” 2019
https://www.world-nuclear.org/getmedia/e81d115f-70c2-4c47-b208-242acc799121/methodology-to-manage-materi-
al-and-waste-report.pdf.aspx
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クリティカルパスなきマイルストーン

「完了」よりも「着手」を重視したマイルストーンと
いうのも一般的ではないが、掲げられたマイルストー 
ンに、相互関係や順序がないというもの奇妙である。
そのため、掲げられた個々のマイルストーンを達成
することで、どれだけ第3期の完了に近づいたのかが
分からない。SEDによって優先項目を特定するとい
うのは理解できるが、どのような項目が第3期の完了
に漕ぎ着けるためのクリティカルパスを構成してい
るのかも示されるべきである。そして、廃炉工程に

おいては、そのようなクリティカルパス上にある項
目の目標完了日がマイルストーンとして示されるべ
きである。

このように、相互関連の読み取りにくい4つの分野で
はあるが、以下では、それぞれにおける潜在的な問題
点について詳しく議論する。
 

2.1.  汚染水対策

汚染水発生の背景と状況

汚染水の増加は、建屋から汲み上げられる水量から、
原子炉の冷却用に再循環される水量の差である。建
屋内に流入する地下水や雨水の量がゼロであるなら
ば、両者は等しくなるはずなのだが、実際にはこれら
が大量に流入し続け、再循環に使われる水量を上回
っていることから、処理されなければならない汚染
水が日々増加し続けている。

この問題の対策の一つとして打ち出されたのが凍土
壁の建設で、2013年の提案を東京電力と鹿島建設
が同年11月までに計画にまとめ、実行へと進んだ。
当時は、これが完成することで、外部からの地下水
流は、ほとんど遮断されるとのことであったが、土
木工学の専門家の間では、そのような楽観的な推測
を強く疑い、破砕した地下からの噴出が至るところ
で発生し、効果が期待できないだろうとの意見もあ
った。しかし結局、凍土壁の建設には345億円が投
じられ、2017年8月までに凍結を終えたとのこと
で、完成が宣言させられた。1～4号機の建屋の周囲
1.5kmに対して、1,500本の凍結管を地下30mの深
さまで打ち込んで囲み、それぞれの中に－30℃の冷
却液を流し、土壌の水分を凍結させて壁を作った。

東京電力は、2017年の完成後に迎えた冬季の3ヵ月
平均の地下水流入量は110トン/日となり、2015年
の同じ時期の流入量490トン/日と比べると380ト
ン/日も減少したと主張したが、これには雨水の浸透
を防ぐための敷地の舗装や、地下水を汲み上げるた
めに設置した井戸の効果も含まれており、凍土壁だ
けの効果としては95トン/日との評価を示した。一
方、2018年3月にロイターが発表した独自のデータ

の分析によれば、流入量は141トン/日で、それ以前
の9カ月平均である132トン/日よりもむしろ増えて
いるとのことで、東京電力による説明には納得して
いない。

そもそも流入量は、降雨量に大きく左右される。雨
が少ない2018年1月は83トン/日だったが、2017
年10月20～26日の台風のあった週には、866トン/
日にまで急増していたのである。そして、このよう
な傾向はその後も続いた。2019年10月24～30日の
1週間における建屋への地下水・雨水等の流入量が、
日平均で505m3/日、地下水ドレン・ウェルから建
屋への移送量が132m3/日で、合計637m3/日であ
った。一方、この1週間における降雨量は、158mm
であった。ここでの「地下水ドレン・ウェルからの
建屋への移送量」とは、海側凍土壁の外側にある4m
盤に設けられた汲み上げ施設で、凍土壁の外側では
あるが、汚染を含んでいることから敢えてポンプで
タービン建屋に移送される水量のことである。同じ
傾向は2020年になっても引き続き観測され、降雨の
続いた7月2～8日の1週間には、それぞれ360m3/
日、7m3/日、合計367m3/日、降水量が145mm/
週であったが、降雨のなかった11月26日～12月2日
の1週間には、それぞれ131m3/日、6m3/日、合計
137m3/日であった。

以上のように、タービン建屋への汚染水の流入は、
凍土壁の完成が宣言された2017年から3年以上を経
てもなお続いており、「2025年内に汚染水発生量を
100m3/日以下に抑制」とのマイルストーンが掲げら
れてはいるが、そのための具体的な方法があるわけ
ではなく、2020年10月6日に発行されたNDFの
「技術戦略プラン2020」も無言である。
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このような無策なままでのマイルストーンの提示で
は、達成を確約することができない。筆者は、2013
年10月、IRIDに提出した「フクシマ・クロージャ―
・プラン」の中で、凍土壁では十分な遮水能力が期待
できないことを述べ、より確実な方法として、敷地
全体を取り囲む海水面よりも深く掘り下げた総長約
7kmの濠を建設する概念（ドライ・アイランド）を
提案していた。（下図）

この案は、単に汚染水対策としてだけではなく、恒
久的で広大なドライ・アイランドを人工的に造成す
ることで、放射性廃棄物を埋設処理することが可能
なトレンチを設け、燃料デブリを回収するためのホ
ットセルを地下に設置するための環境作りも兼ね、
かつ、より堅牢なセキュリティ強化も考慮したもの
で、中世の築城にも取り入れられた実績がある。今
からでも採用するのが手遅れだとは思わないが、巨
額を凍土壁に投じてしまった後の議論としては、か
なり戸惑いもあるだろう。

では、今の凍土壁のままで、汚染水の発生を確実に減
少させる具体的な効果的方法があるだろうか。燃料

デブリの冷却を水冷から空冷に替えれば、冷却水が
燃料デブリから放射性物質を抽出しなくなり、ター
ビン建屋に持ち込まれる放射性物質のインベントリ
ーは、周囲の土壌に含まれる残留放射性物質が地下
水に溶けて持ち込まれるだけになる。そして、その
濃度は次第に低下していく。十分低下するまでにど
れほどの時間が必要となるかは分からないが、その
ようなレベルが安定的に達成できるようになった時
点で、タービン建屋からの汲み上げを終わらせるこ
とができるものと思われる。それが、マイルストーン
として掲げられた2025年までに達成できる期待もあ
る。そのためにも、燃料デブリの空冷化は、急ぐ必要
がある。

しかし、凍土壁には、その建設に巨額を要したが、
その維持のためには、設備の運転、監視、点検、メン
テナンスのために、今後も年数十億円の費用が発生
すると言われている。劣化も遠からず発生するだろ
う。総合的な価値も考慮し、「濠」の案も含め、長期
的な再検討を望みたい。

図１：ドライ・アイランド
（出典：筆者）
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地下水流入

汚染水
（タービン建屋地階）

漏洩

RO処理水
（12基）

濃縮塩水
（2基）

セシウム吸着装置
（Cs、Srを除去）

淡水化装置 
（RO）

ストロンチウム処理水
（45基）

原子炉注水 ALPS

ALPS処理水
（993基）

汚染水の処理と貯蔵の状況

東京電力ホールディングスの処理水ポータルサイト
（Treated Water Portal Site）によれば、2020年
11月19日現在までの汚染水処理と 
貯蔵の状況は、以下の通りである。 
 

•	 処理水の貯蔵量 
1,236,874m3

•	 多核種除去設備等（ALPS）による処理水	
1,211,875m3（993基の貯蔵タンク）

•	 ストロンチウム処理水 
24,999m3（45基の貯蔵タンク）

•	 その他 
淡水化装置（RO）処理水12基、濃縮塩水2基

2020年12月末までのタンク増設によって、約137
万m3まで容量を確保できるとのことであるが、これ
でも2022年夏頃までにはすべてを満水状態にして
しまうと予想されている。ただし、さらに設置場所
を確保して、容量を増やそうとの動きもあるようで
ある。

さて、貯蔵量のうち98％を占めるALPS（Advanced  
Liquid Processing System）による処理水であるが、 
一般環境への放水許容濃度（告示濃度比総和が1 
以下）を満たしていない。そして、その原因は、 
ALPS による吸着が原理的に不可能なトリチウムだ
けによるのではない。すなわち、トリチウムの寄与
を仮にまったく除外したとしても、ALPS処理水の
貯蔵量が1,122,900m3だった 2020年9月30日時点
において、放水許容濃度以下なのはたったの27％ 

（295,000m3）だけであった。そして、1～5倍以下 
が34％（374,100m3）、5～10倍以下が19％

（207,000m3）、10～100倍が15％（161,700m3） 
100～19,909倍が6％（63,200m3）となっている。 

63,200m3の汚染水を仮に放水のために150倍に希
釈すると、1億m3に近い水量が必要となり、1,500
倍に希釈するには、そのさらに10倍の10憶m3もの
水量が必要になる。このままでは、仮に認められた
としても、希釈放水さえ解決方法にはならない。

トリチウムの放水許容濃度は60,000Bq/Lである
が、実測値は131,000～2,500,000Bq/Lであり、
すべてのタンクが超えている。ストロンチウム（Sr-
90）に対する放水許容濃度は30Bq/Lであるが、 
2013年度に既設ALPSのフィルター不具合により、 
炭酸塩沈澱スラリーが設備出口に透過したことで、 
433,000Bq/Lの高濃度を示しているものもある。

経済産業省の「トリチウム水タスクフォース」による
2016年6月の報告書では、海洋放出を含めた5つの
オプションを提示しているが、未だに決定されてい

、

図２：汚染水処理と貯蔵の状況
（出典：筆者）
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ない。風評被害に対する周辺地域の漁業関係者から
の強い反対もあるからである。

筆者が「フクシマ・クロージャ―・プラン」を書く時
にも、この問題はすでに悩ましい問題だった。当時
はまだALPSが稼働しておらず、セシウム（Cs）吸
着塔と逆浸透（RO）膜装置で処理されただけの、 
「濃縮塩水タンク」に貯蔵された、高濃度のストロ
ンチウム（Sr）、トリチウム、塩分を含んだ中間処理
水が、2013年9月24日時点で、291,000m3の量に
達していた。（下図） 

筆者は当時、いずれALPSが稼働するようになった
としても、依然トリチウムが除去できないことを踏
まえ、処理水にトリチウムだけが残留することを前
提条件とし、これを混ぜてコンクリート・ブロック
を作ることで消費して、それで濠の擁壁を作ること
を提案した。トリチウムは透過力の弱いベータ線だ
けを放射する特殊な放射性物質であり、このような

用途とすることで、ほとんど無害化することができ
る。そこで、予想される塩分濃度でもコンクリート
が固化するかなどの文献調査も行った。しかし、当
時でもすでに発生量が多く、4分の1が消費できる程
度であったため、残りはどうしても希釈放流に頼ら
ざるを得ないとの結論だった。

汚染水に関しては、このような大量に貯蔵された処
理水の最終的な処理方法だけが問題なのではない。
水の処理に使用されて発生した二次廃棄物、すな
わち、沈澱処理生成物やALPSなどの使用済吸着材
が、HIC（High Integrity Container 高性能容器）
に入れられて保管されているが、これらの保管数量
も膨大となり、それらの保管場所の確保も問題にな
っている。

図３：2013年9月24日現在までの汚染水処理系統の運転実績
（出典：筆者）
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2.2.  使用済燃料プールからの燃料取り出し

使用済み燃料

事故発生の直前、1号機には、原子炉内に400体、使
用済燃料プールには292体の使用済燃料と100体の
新燃料があった。2号機にはそれぞれ、548体、587
体、28体が、そして3号機にはそれぞれ548体、514
体、52体があった。大型改造工事の最中だった4号
機の場合、原子炉内にあった燃料は全数取り出され
ており、使用済燃料プールに保管されていた使用済
燃料が1,331体と新燃料が202体であった。したが
って、事故によって破損した燃料は、当時1～3号機 
の原子炉内にあった合計1,496体ということになる。

破損を免れた使用済燃料と新燃料に対しては、その
後今日までに、次のように搬出が行われている。ま
ず4号機においては、2013年11月18日から開始さ
れ、2014年12月22日までに全数（1,533体）に対
して完了した。次に着手されたのが3号機に対して
で、2019年4月15日に始まった。その後トラブルに
よる中断を何度か経ながら、2021年2月28日、よう
やく566体のうちの最後のバッチの移動を終えた。
1、2号機ではまだ準備に暫く時間を要し、中長期ロ
ードマップによれば、2号機（合計615体）で始まる
のが2024～2026年頃、1号機（合計392体）では
2027～2028年頃とのことである。

ちなみに、2018年10月2日付の「福島第一原子力発
電所の廃炉のための技術戦略プラン2018について」
によれば、使用済燃料プールからの搬出作業の開始
は、3号機においては2018年度中頃から、1、2号機
においては2023年度を目処としており、1、2号機
の予定が、わずか2年の間にかなり後退したことに
なる。

さて、同じ福島第一原子力発電所内にあり、事故に
よる直接的な影響を免れた5、6号機の場合も、その
後廃炉が決定され、現在、原子炉内の燃料はすべて
使用済燃料プールに移動されている。その結果、5号
機の使用済燃料プール内には、1,374体の使用済燃
料と168体の新燃料が保管されている。6号機の場
合、使用済燃料プール内に保管されている1,456体
の使用済燃料と198体の新燃料の他、230体の新燃
料が新燃料貯蔵庫に保管されたままとなっている。

これらに対する搬出が手掛けられるのは、1号機の搬
出を終えてからということになる。

搬出された使用済燃料と新燃料の大部分は、同じ敷
地内にある共用プールに移されており、同プール内
には、それまでに保管されていた使用済燃料も含
め、2020年9月末時点で、使用済燃料6,365体、新
燃料76体が保管されている。他にキャスク詰めにさ
れて仮保管されている使用済燃料が1～6号機からの
分をすべて合計して2,033体ある。したがって、福
島第一原子力発電所内には、事故で破損した1～3号
機の原子炉にあった1,496体を除くと、合計13,137
体の使用済燃料と新燃料が、使用済燃料プール、新
燃料貯蔵庫、共用プール、乾式キャスクに分散され
て保管されていることになる。

東京電力によれば、使用済燃料は、ゆくゆく乾式キ
ャスクに装荷し、約21,000m2の一時保管施設に保
管する計画である。なお、1～3号機の燃料デブリに
対しては、約60,000m2の広大な面積がその一時保
管施設用として充てられる計画である。

福島第一原子力発電所における燃料の処理に関する
問題は、マイルストーンとして掲げた使用済燃料プ
ールからの取り出しよりもむしろ、その後の工程に
おいて現れる可能性がある。

事故対応時の劣化・損傷の可能性

使用済燃料は、原子炉建屋にある使用済燃料プール 
から共用プールに移動するときには輸送キャスク
が用いられるが、共用プールから取り出して気中に
保管するときには乾式キャスクに装荷するのである
が、両キャスクには、構造上と取り扱い上の大きな違
いがある。乾式キャスクの場合、使用済燃料を収納
したキャニスターは、小さな貫通孔のある大きな上
蓋を溶接後、貫通孔から内部の水を抜き、真空引きし
て乾燥後、ヘリウムを加圧充填し、当該の貫通孔に蓋
を溶接して密封状態を完成する。この際、燃料被覆
管に小さな欠陥があると、真空引きの際に被覆管内
部の放射性物質（Kr-85）が外部に引き出されること
になる。

3号機と4号機の事故では、使用済燃料プールの水位
が著しく低下し、大量の海水が散水、注水されており 
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燃料被覆管に塩分が析出し、その後は長い期間塩分
を含んだ水に浸されており、劣化が生じていた可能
性がある。そして、事故の際に上から落下してきた
コンクリート瓦礫によって損傷を受けていた可能性
もある。しかし、輸送キャスクに装荷する際には、
一体ずつ健全性を点検したわけではなく、その必要も
なかった。しかし、保管のために乾式キャスクのキ
ャニスターに密封する際には、真空引きの工程があ
るため、燃料被覆管に小さな欠陥が生じていること
で、内部の放射性物質が引き出されたり、所定の真空
度に達するまでに長時間を要したりなど、作業が影響
を受ける可能性があることから、そのような確認や検
査の必要がある。

このような問題は、キャニスターに装荷する前、個々
の燃料集合体に対して、特殊な燃料検査（バキュー
ム・シッピング）を実施することで回避可能である
が、これには長い時間を要することになり、また、 
そのような欠陥を有する燃料集合体が多数確認され
た場合のために、安全な取り扱い方法を別途定めて
おく必要がある。燃料被覆管は、長期間にわたる日
々の温度変化を経験することによって、金属学的な
劣化を呈することが知られている。これは、ジルカロ
イ製の被覆管内で、元々周方向に向いていた水素化
物の結晶が、径方向に向きを変えることで生じるも
ので、フープ応力に対する機械的強度が低下する。
この現象を、長期間曝露されていた塩水という厳し

い環境と組み合わせて考慮すると、長期間の保管に
おいては、どのような潜在的な相乗効果が表れてく
るのか不明である。したがって、どの途バキューム・
シッピングの実施は不可欠である。

乾式貯蔵の長期化、無期限化

最終的に13,000体もの使用済燃料が乾式キャスクに
収納され、福島第一原子力発電所内に保管されたと
して、その後、どれほどの期間にわたって保管が続く
ことになるのか。何が解決されることによって、保
管を終えることができるのか。これらに対する答え
は、日本のバックエンド政策と技術が確定し、それら
が安定的に実行に移されていて初めて与えられるこ
とになるのだが、今はまだない。

しかしその間、21,000m2の面積に、200基ほどもあ
る乾式キャスクに使用済燃料を集中させて保管し続
けることが、たとえNDAによるSEDの概念に適って
いたとしても、セキュリティ上、かなり厳重な防衛
体制が伴わない限り、容易に国民の賛意を得ること
ができるとは考え難い。この問題の扱いは、NDFの
裁量権をはるかに超えるものであることが明らかで
あり、経産省のみで決定できることでもない。関係
省庁間でのもっとしっかりとした議論が必要なはず
である。

2.3.  燃料デブリ取り出し

2.3.1  全般

政府の中長期ロードマップとNDFの技術戦略プラン
によれば、NDAのSEDに基づいて抽出された優先的
に取り組むべきリスク低減における基本的な考え方
は、以下の点である。

1.	 安全：放射性物質によるリスクの低減ならびに
労働安全の確保

2.	 確実：信頼性が高く、柔軟性のある技術
3.	 合理性：リソース（ヒト、モノ、カネ、スペース

等）の有効利用
4.	 迅速：時間軸の意識
5.	 現物指向：徹底的な三現（現場、現物、現実）

主義

その上で、具体的な工法を立案する際に考慮すべき
特殊性としては、以下を掲げており、ここでの燃料デ
ブリの取り出しに対しても、これらが考慮されてい
るとのことである。

•	 大量の放射性物質が、内部被曝に大きな影響を 
もつα核種を含め、通常にないさまざまな形態 
（非定型）で非密封状態にあること

•	 原子炉建屋、 PCVといった放射性物質を閉じ込
める障壁が完全でないこと

•	 これらの放射性物質や閉じ込め障壁の状況等に
大きな不確かさがあること

•	 現場の放射線レベルが高い等の制約から現場へ
のアクセスや現場情報を得るための計装装置の
設置が困難であること



18

•	 現状の放射線レベルが高く、さらには閉じ込め
障壁等のさらなる劣化が懸念されることから廃
炉を長期化させない、時間軸を意識した対応が
必要なこと

燃料デブリ取り出しのためのアクセス経路

燃料デブリの大部分は、原子炉圧力容器底部を貫通
してペデスタルの内側に崩落し、その後行われた注水
によって、現在に至るまで冠水して冷却されている。
ペデスタルとは、原子炉圧力容器を格納容器底部の
中心に設置する厚い円筒形の台座のことであり、丈
夫な鉄筋コンクリート製である。2、3号機の場合、
内径が約5.4mで、1号機よりも1mほど大きい。

ペデスタルの内側には、旋回式のプラットフォーム
が設置され、定期的にメンテナンスを行う制御棒駆
動機構（CRD）や中性子検出器の信号ケーブルを脱
着する際の作業架台となっている。ペデスタルの底
面から同プラットフォームの面までは、高さ約3.2m
である。燃料デブリの取り出しには、このペデスタル
内側へのアクセスが不可欠となる。

1～3号機の原子炉圧力容器と格納容器から燃料デ
ブリを回収する計画を立案するにあたっては、事故
進展の違いから、現状における燃料デブリの分布状
態、格納容器内の水位、X-6ペネからのアクセス性と
その周辺の放射線環境が、それぞれにおいて異なる
ことが考慮されている。

ここで、燃料デブリの分布状態のうち、原子炉圧力容
器内の炉心部と炉底部については、解像度が十分に
良好とは言えないものの、ミュオン透過法測定装置
による撮影結果も貴重な情報となっている。1号機に
おいては2015年2～5月と5～9月に、2号機におい
ては2016年3～7月に、3号機においては2017年5
～9月にそれぞれ撮影を実施している。

また、「X-6ペネ」とは、前述のCRDをメンテナンス
のために格納容器内から専用の容器とカートを使っ
て外に搬出し、メンテナンスを終えたCRDを戻すた
めに搬入するための開口部であり、内部にはその作
業のためのレールが敷設され、その先は、ペデスタル
内に入るための四角形の貫通孔に通じている。同ペ
ネは定期検査時においてのみ当該作業のために開放
されるが、プラント運転時には閉止されている。し
かし、これを開放するならば、格納容器の外側から直

接ペデスタル内にアクセルする最短経路が確保され
ることになる。

なお、ペデスタルには、この小さな四角形の開口部の
他にも、作業者が入退するための大きなドアサイズ
のアクセス口が底部に設けられ、そこからドライウ
ェル底部に連絡している。また、ペデスタル内の床
面には、2つのドレン・サンプ（一つが機器ドレン用
で他が床ドレン用）が設置されている。

ペデスタル内調査

ペデスタル内に崩落した燃料デブリの状態に対す
る調査は、1号機に対してはこれまでのところまだ
実現しておらず、2号機に対しては3回（2017年1
月、2018年1月、2019年2月）実施され、3号機に
対しても1回（2017年7月）実施されている。

3号機に対する2017年7月の調査では、小石状、砂
状、塊状の堆積物に混じって、燃料集合体の上部タイ
プレート、CRDインデックス・チューブ、CRD案内
管、制御棒下部の落下速度リミッターの鋳物部材な
どの炉内構造物の他、グレーチングなどの落下物も
複数確認されている。

2号機に対する調査は最も詳細に実施されており、 
2018年1月の調査では、ペデスタル底部の小石状、
粘土状の堆積物に混じって、燃料集合体の上部タイ
プレートが埋没している状態が確認されている。燃
料のものか中性子検出器（SRNM）のものか特定で
きないが、スプリングも確認されている。ケーブル・
トレイやCRD交換機昇降台車のグレーチングなどの
構造物が破損、変形して乱雑に散乱しているようす
も観察された。このときには、プラットフォームの上
面から約2m下まで垂直に調査ユニットを下ろし、詳
細な観察が行われた。カラー画像で、かなり鮮明であ
る。2019年2月には、フィンガ付きの把持装置を使
って接触調査が行われ、小さな小石状の堆積物は比較 
的容易に動かすことができるが、大きな岩状に固まっ 
た塊は動かすことができず、接触痕も確認されなかっ
たと報告されている。このとき測定されたペデスタル
内の放射線量率は6.4～7.6 Gy/hで、場所によらず
ほぼ一定だったが、ペデスタル外側の放射線量率は
43Gy/hで、内側よりも高かった。この結果は予想と
反するものであり、理由の説明が与えられてはいな
いが、筆者の推測するところによれば、ペデスタルの
内側の放射線量率が外側に比べて顕著に低いのは、
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内側の燃料デブリが水に浸かっていることで、ベー
タ線がほぼ完全に遮蔽されてしまっていることによ
るものである。しかしこのことは、一旦注水が停止
されて燃料デブリが乾燥した場合に、大幅に放射線
量率が上昇する可能性を示唆する。

気中－横アクセス工法

NDFの技術戦略プランで、燃料デブリの回収方法と
して、原子炉建屋1階からの「気中－アクセス工法」
に絞り込まれたのは、2018年10月2日に発行され
た版においてであった。ただしこれは、筆者の印象
としては、とにかくペデスタル内部に手を伸ばし、
少量でも燃料デブリのサンプルを採取することがで
きればよいというものと見受けられ、最終的に燃料
デブリが残留している部位の隅々から掻き出すこと
を考慮したものではなく、筆者が「フクシマ・クロ
ージャ―・プラン」で提案したペデスタルの真下か
らのアクセスよりも非現実的であり、実現のために
は、関節数と自由度の多い、高度なロボット・アーム
が必要になるだろうと思ったものである。

号機間の差異とパイロット試験の候補

号機間の事故進展の差異は、各原子炉のスクラム停 
止から、1号機においては非常用復水器（IC）、2、3
号機においては原子炉隔離時冷却系（RCIC）による
炉心冷却機能を喪失するまでの時間の長さによる。
最も早かったのが1号機で、次に3号機、最も遅かっ 
たのが2号機であった。そのため、1号機の燃料デ
ブリは、原子炉圧力容器の底部にはごく少量が残
っているだけで、大部分がペデスタル内に崩落し
ており、その後底部のアクセス口から大量に溢れ出
して、ドライウェル底面に広がったと推定されてい
る。3号機の場合には、原子炉圧力容器の底部にも燃
料デブリの一部が流出しないで残り、ペデスタル内
に崩落した分が減ったため、底部のアクセス口から
ドライウェル底面への流出も少なかったと推定され
ている。そして2号機の場合には、かなり多くの燃料
デブリが原子炉圧力容器の底部に残留したままとな
っていて、ペデスタル内に崩落した分はそのまま留
まってドライウェル底面への流出はなかったと推定
されている。

格納容器内の水位は、事故による格納容器の損傷規
模による。1号機の場合、測定の結果、ドライウェル

底面から約2mで、X-6ペネは水没を免れている。ト
ーラスはほぼ水没状態と推定されている。3号機のド
ライウェル内水位は、底面から約6mで、X-6ペネは
水没している。トーラスはほぼ水没状態と推定され
ている。2号機の格納容器は、事故が進展していく中
で圧力が急速に低下し、大規模な損傷が起こったも
のと考えられている。ドライウェル内水位は、トー
ラスに繋がるベント管の下端で、床面から約20cm
であり、X-6ペネは水没していない。トーラス内水位
は、損傷によって大きく低下し、ダウンカマーの下
端が水没しておらず、ドライウェルとトーラスの気
相が連通している可能性がある。

「気中－横アクセス工法」を採用する場合の主要 
な作業場所となる原子炉建屋1階は、1号機において 
は高線量で、特にX-6ペネの周辺は著しく（630 
mSv/h）作業場所には適さない。3号機においても
数10mSv/hの箇所がある。ある程度の除染や遮蔽
を施した程度では、作業者が効率的な作業を行える
ほどの環境にはならない。2号機においてのみ、原
子炉建屋1階の放射線レベルがほぼ全域にわたって
5mSv/hにまで低下しており、通常であれば、これ
でも十分低いとは到底言えないところではあるのだ
が、どうやらNDFは、それでも小規模なパイロット
試験であれば可能と考えたようである。

そのような状況から、燃料デブリ採取のパイロット
試験は、最も好条件で難度の低い2号機で実施され
ることとなり、1、3号機に対しては、さらなる状況
調査が続行されることになった。そのため、2号機に
おけるパイロット試験の成功が、そのまま1、3号機
に対しても適用可能である保証はない。さらに言え
ば、パイロット試験の工法を、その後の本格的な作
業規模として採用できるのかどうかも未知である。

2.3.2  2号機

1～3号機の中では最も好条件で、燃料デブリのサ
ンプル採取だけに関しては最も難度が低いと思われ
る2号機の場合、その準備の進展に関する最新情報
は、東京電力ホールディングス（株）が2020年10
月29日に発表した「2号機 PCV内部調査及び試験的
取り出しの準備状況」に、以下の内容がまとめられ
ている。
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これまでの進捗と今後の予定

2号機においては、X-6ペネの使用可否を見極めるた
め、2017年1月にその内部を観察し、堆積物の存在
を確認していた。そこで、その性状を詳細に調査す
るため、当該堆積物の除去手順を検討した。そこで
さっそく2017年の調査では、X-6ペネに小さな貫通
孔を設け、これにガイドパイプを挿入して調査ユニ
ットを入れ、堆積物の状態について調査を行った。

2020年10月28日、堆積物に対する接触調査を実施
した結果、接触によって形状が変化すること、すな
わち固着しているわけではないことが確認された。
そして、内部のケーブルも固着しておらず、調査装置
を使って持ち上げることができることも確認した。
この調査に用いた接触調査ユニットは、複数の関節
を有し、照明と3本指の付いた装置であった。なお、
この日の作業では、調査ユニットを設置するなどの
作業で、作業員の一人が、最高1.5mSvの被曝をして
いる。

今後行われる予定のX-6ペネ内の堆積物を除去する
ための作業では、放射性ダストの発生が伴うと予想さ
れるため、X-6ペネの上の近傍にあるX-53ペネにス
プレー治具を取り付ける計画を立てている。X-53ペ
ネには、内径50mmの既設孔があるのだが、スプレ
ー治具は外径100mmであるため、同ペネを130mm
に拡大する計画である。この穴の拡大作業にはホー
ルソーが使われる。こうしてX-53ペネにスプレー治
具を設定し、スプレーカーテンを作った上で、X-6ペ
ネの堆積物の除去が行われることになる。

燃料デブリの回収

X-53ペネにスプレー治具を設定する作業は、2021
年に入ってから実施される予定である。その後、隔
離部屋を設置し、X-6ペネ内部の調査、堆積物の撤
去、そしてようやく燃料デブリの試験取り出し作業
へと進んでいく。

本格的な作業規模として燃料デブリの回収が行われ
るのは、それからまだかなり先のことである。した
がって、X-6ペネ内部の堆積物に対して調査を行うだ
けで、一人の作業員に1.5mSvもの被曝が発生したこ
とや、そのような堆積物の撤去のためだけでもスプ
レーカーテンが必要であるというのは、前途に対し
て大きな困難と不安を感じさせるものである。

実際、以上の進捗状況と計画は、NDFが2018年10
月2日付で発行した技術戦略プラン2018にあるもの
と比較をすると、遅れと修正が見受けられる。同技
術戦略プランでは、接触調査は2018年度下期に実
施し、2019年度下期にはペデスタル内の堆積物のサ
ンプリングが行われるはずであった。そして2020
年度にはより採取量を増やしたサンプリングを繰返
し、2021年度からは、X-6ペネを拡張改造し、レー
ル付アーム型取り出し装置を設置しての本格的な燃
料デブリ取り出しを開始するとの計画が述べられて
いた。

2.3.3  3号機

3号機の場合、燃料デブリを回収するアクセス経路の
候補であるX-6ペネが完全に水没しているため、ペデ
スタル内部の状況を把握するための調査は、2017年
7月、その上にあるX-53ペネを使い、ここから水中
ROVを投入して行っている。映像を元に三次元復元
をして、ペデスタル内部全体の状況を復元しようと
試みたが、撮影時間が短く、画像も不鮮明で部分的で
あることから被写体が特定できず、位置の推定もで
きないため、復元されていないものが多くある。

その後、ペデスタル内部に対してだけでなく、3号機
の格納容器内に対する調査は、まったく実施されて
いない。したがって、燃料デブリの回収計画は、まだ
立案の段階にさえ至っていない。

2.3.4  1号機

初期対応に重大なミスがあり、それをきっかけに
事故の進展が最も急速だった1号機では、前述のよ
うに、燃料デブリのほとんどがペデスタル内に崩落
し、原子炉圧力容器の底部には、ごく少量が残ってい
るだけと推定されている。この推定は、前述のミュ
オン透過法による撮影の結果によっても裏付けられ
ている。また、ペデスタル内に崩落した燃料デブリ
は、底部の作業員アクセス口から外側に流出し、ドラ
イウェル底部にまで拡大しているものと推測されて
いる。そして、そのような推定状況を裏付けるかのよ
うに、原子炉建屋1階のX-6ペネ周辺の放射線レベル
は著しく高く、630mSv/hにも達しており、同ペネ
を経由しての内部調査は困難と判断され、代わりに
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X-2ペネ（所員用エアロックの二重扉がある貫通部）
が格納容器のへのアクセス経路の候補として選ばれ
ている。

1号機のX-2ペネは270°の方位にあり、X-6ペネの
方位（～160°）とは大きく位置が離れているため、 
X-2ペネからのアクセスによって、その周辺の格納容
器内部の状況が分かったとしても、将来の燃料デブ
リ回収のために、ペデスタル内にアクセスする経路
を確保することには、直接繋がらない。

これまでの進捗と今後の予定

東京電力ホールディングス（株）による「1号機PCV
内部調査にかかる干渉物切断作業の状況」（2020年
10月29日）によれば、格納容器の内部を調査するた
めに必要な調査装置を入れるため、X-2ペネ（所員用
エアロック）の外扉と内扉を切削し、内部の干渉物
を撤去する必要がある。一式の装置は、外側から内
側に向け、ケーブルドラム、シールドボックス、隔離
弁、接続管、ガイドパイプ、インストール装置、調査
装置で構成され、X-2ペネの外扉と内扉の間をガイド
パイプが貫通している。

実際の作業は、2019年4月8日に着手し、同年6月
4日からは、内扉に対し、研磨材を混入させた高圧
水の噴射（AWJ）によって直径210mmの穿孔を開
始した。その際、格納容器内の気中放射性物質濃度
が、作業管理値である1.7 x10－2Bq/cm3 に達したた
め、その後の切削作業は放射性物質濃度の監視を行
いつつ進め、ようやく2020年4月22日までに内扉の
切削を完了した。引き続いて8月25日には、干渉物
であるグレーチング床を切断し、9月4日にはその下
にある鋼材もAWJで切断しようと試みたが、その最
中に研磨材の供給部に不具合が発生して作業が中断
した。そして、9月29日に再開に漕ぎ着けたのでは
あったが、切断予定部の近傍に原子炉再循環系の計
装配管があることが確認されたことから、再び中断
を余儀なくされ、結局、切断箇所を変更することに
し、別の鋼材、電線管、手摺などを順次切り落とし、
洗浄も行いながら進める予定に変更した。

これらの作業が完了したところで、X-2ペネのエアロ
ックには、ガイドパイプを3カ所に設置し、それらを
使って遠隔操作カメラ（ROV）を備えたPCV内部調
査装置による調査を行う予定である。

2018年10月2日付のNDFの技術戦略プランによれ
ば、ペデスタル外部の構造物や堆積物の分布の調査
とサンプリングが、2019年度上期から行われること
になっており、以上の進捗と今後の予定には、その後
に生じた遅れと計画の変更が反映されている。

燃料デブリの回収

以上のように、1号機においては、燃料デブリの回収
作業への着手は、少なくとも当面、X-6ペネの使用さ
えその可能性に見通しが立っておらず、X-2ペネから
のアクセスによる格納容器内の調査もまだ始まって
さえいない。燃料デブリは、少量とは言え原子炉圧
力容器内に残っていて、かなりの量がペデスタル底
部のアクセス口からドライウェル底部に拡大してい
ると予想されており、そのように広範に、複雑に分布
している部位の隅々にまでアクセスして回収する工
法として、果たしてロボット・アームによる「気中－
横アクセス工法」が適用可能なのか、可能であったと
しても最適なのかについて疑念がある。

特に、１号機の場合には、原子炉圧力容器の底部の損
傷がかなり早い時期に起こり、何ら効果的な注水が
できないうちに進行した。そのため、ペデスタル内
に溶け落ちた高温の燃料デブリは、床面にある2つの
ドレン・サンプを満たし、さらに下方に向かって深く
コンクリートを侵食したものと思われる。気中－横
アクセス法では、そのような部位へのアクセスは、著
しく困難であるように思われる。

2.3.5  頓挫が懸念されるプランB

筆者が2013年10月にIRIDに提出した「フクシマ・
クロージャ―・プラン」では、汚染水対策としては、
敷地の周囲を濠で巡らしドライ・アイランド化する
こと、燃料デブリの冷却方法としては、水冷から空
冷に切り替えること、燃料デブリの回収方法として
は、地下にホットセルを設置して、ペデスタルや原子
炉圧力容器の内部に、それらの中心軸に沿って真上
に向かってアクセスする工法のセットを提案した。
回収装置はホットセル内に設置されるが、その操作
は、ホットセルの外側に設置されたワークステーシ
ョンにいる操作員によって完全にリモートで行われ
る。ホットセルの外側の作業エリアにおける放射線
環境は、原子炉建屋に比べてはるかに良好であり、
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作業従事者は、放射線被曝を理由に作業時間を短縮
する必要がなく、汚染の付着を防ぐための防護衣や
高濃度の放射性物質を吸い込むことを防ぐための保
護マスクを着用することも不要である。（それぞれに
ついて下図参照）

これに対して東京電力を中心とするNDFが今日ま
で進めてきた案は、2018年になって漸く、従来目
指していた「冠水－上アクセス工法」を断念し、「気
中－横アクセス工法」に切り替える決定はしたもの
の、汚染水対策としての凍土壁はその遮水能力が期
待に満たないままである。燃料デブリの放つ崩壊熱
を除去するための注水は、依然と続けられている。

しかし、このような注水が、建屋への地下水の漏洩と
組み合わせられることで、延々と増え続ける汚染水
問題の根本原因となっているのである。注水が汚染
水問題の根本原因の一つであることは、NDFも当然
認識しているはずなのではあるが、この問題に真剣
に向き合うことを避け続け、燃料デブリの冷却方法
について、水冷を続けるべきか空冷に切り替えるべ
きか、今になってもまだ方針を決めかねている。さ
らに、燃料デブリ回収の「気中－横アクセス工法」に
ついても、大きな困難が予想される。したがって、筆
者は先にそれらの組合せを「プランB」と称したもの
の、実はこのように、個々の要素自体が、かなり未熟
なままで固まっていないのが実情である。

図４：「フクシマ・クロージャー・プラン」において提案した濠の概念
（出典：筆者）
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図５：「フクシマ・クロージャー・プラン」において想定した燃料デブリの分布
（出典：筆者）

図６：「フクシマ・クロージャー・プラン」において考慮した熱対流、熱輻射
（出典：筆者）
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図７：「フクシマ・クロージャー・プラン」において考慮した格納容器からの熱伝導と排熱の概念
（出典：筆者）
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図８：「フクシマ・クロージャー・プラン」において
提案した地下ホットセルの概念
（出典：筆者）
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図９：「フクシマ・クロージャー・プラン」において提案した地下ホットセルの詳細
（出典：筆者）
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図１０：「フクシマ・クロージャー・プラン」において提案した地下ホットセルからの
燃料デブリ回収の概念
（出典：筆者）
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図１１：「フクシマ・クロージャー・プラン」において提案した地下ホットセルから
燃料デブリを搬出するためのカプセルと遮蔽容器の概念
（出典：筆者）
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図１２：「フクシマ・クロージャー・プラン」に
おいて提案した燃料デブリ収納カプセルのキャスク
装荷と保管
（出典：筆者）
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燃料デブリの冷却方式

NDFが、水冷方式から空冷方式への切り替えを躊躇
している理由については、推測できないこともない。
乾燥した燃料デブリから、気流に乗って粉塵が舞い、
格納容器内（水抜き後、ベント管、ダウンカマーを
介して空間が連通するサプレッション・プール内も含
む）の機器、構造物の表面に付着してしまい、これが
α核種であると同時に核分裂性物質（具体的には、
プルトニウム同位体（Pu-238, Pu-239, Pu-240, Pu-
241）、アメリシウム同位体（Am-241, Am-242m,  
Am-243）、キュリウム同位体（Cm-242, Cm-243, 
Cm-244））であることから、その性質に伴って、幾
つかの厄介な問題が生じてしまうのである。

まず、α核種の放射能毒性は、通常のβ核種のそれと
比べて著しく高く、しかも精度のよい検出が難しいた
め、より高度な放射線管理と作業管理が必要となる。 
たとえば環境測定には、特殊なZnS（Ag）シンチレー 
ション・カウンターが必要で、作業者の内部被曝の管
理にも、ホールボディカウンターによる計測ができ
ず、バイオアッセイ法が必要になる。次に、α核種で
汚染した廃棄物の取り扱いが特殊で、その密度によ
っては、浅地中処分のできない分類の放射性廃棄物
（GTCC）となってしまう可能性があることである。
最後に、核分裂性物質であることから、核種毎に精度
の高い計量管理が求められる。

燃料デブリを単に乾燥させただけでもリスクはある 
が、回収のために気中で切削や研削を行う場合には、
それらのリスクが著しく増加することになる。

しかし、それでは燃料デブリを水に浸漬したまま切
削、研削して回収するのが良策かと言えばそうとは
限らない。そのような作業によって発生する燃料デ
ブリの微細粒子から大量のα核種を含む放射性物質
が溶出し、水処理系統全体に汚染が拡大してしまう
からである。そして、水冷を続ける限り汚染水の発
生は終わらない。冷却水を循環させるループには、
脱気装置が設置されておらず、冷却水が溶存酸素を
含んでいる点にも注意をする必要がある。格納容器
内の雰囲気は不活性化されているのだが、冷却水に
は酸素と二酸化炭素が含まれており、保護されてい
ない鋼板やコンクリートの表面に対しては、十分に
不活性ではない可能性がある。

結論として、空冷方式にも留意しなければならない
点はあるが、際限なく発生し続け、増え続ける汚染

水の問題を断ち切るためには、現在まで続けてきた
水冷方式を終わらせ、空冷方式に切り替える必要が
ある。

燃料デブリの回収方法

X-6ペネからロボット・アームでペデスタル内にアク
セスして燃料デブリを回収するというNDFが開発を
進めている「気中—横アクセス工法」には、以下の難
点があり、2号機におけるパイロット試験が成功した
としても、それがこの後の本格規模での作業の成功
を保証する経験にはならない。

•	 燃料デブリのサンプルをペデスタル内部から
採取するのは比較的容易である。しかし、実
際には燃料デブリが、原子炉圧力容器の底部と
炉内構造物の一部に融着して残留している。
そして、損傷した原子炉圧力容器の底部から流
出した燃料デブリについても、CRDハウジン
グ、CRDレストレント・ビームなどの複雑な構
造物と、CRD脱着作業プラットフォームのグレ
ーチングやケーブル・トレイなどに散布され、
固着しており、さらに、ペデスタル内に留まっ
ているものもあるが、ペデスタル底部のアクセ
ス口からドライウェル底面に流出して拡大した
ものもあると思われている。ペデスタルの壁も
床も、そしてドライウェルの床面もすべてコン
クリートである。溶融炉心、すなわち「コリウ
ム」とも呼ばれる溶融金属とウラン酸化物の混
在した物質は、その流れに沿ってコンクリート
も融かし、溶岩のように振る舞う。大量の固化
した岩質の溶岩が、チェルノブイリ4号機にお
いて発見されており、「チェルノビライト」と命
名されている。したがって、そのようなチェル
ノビライトと似た性状の物質が、福島第一原子
力発電所の1～3号機においても融けたコリウ
ムの流れが接触した部位に形成されている可能
性がある。また、融けたコリウムの一部は、サ
ンプピットを満たし、深く下方に侵食した可能
性がある。したがって、もし、それらをすべて
回収することを目標とするならば、ロボット・
アームには、より多くの関節と自由度が必要に
なる。しかし、仮にそのように多くの関節と自
由度が与えられたとしても、果たしてそれらを
駆使して燃料デブリをすべて、あるいは大部分
回収できる保証はなく、その信頼性を確認する
ためには、まずはプロトタイプを製作し、さま
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図１３：原子炉圧力容器下部の錯綜状態
（出典：筆者）

ざまな状態を想定したフルスケールのモックア
ップによる実証試験も必要になるものと思われ
る。さらに以上の事情に加え、以下に述べる理
由から、原子炉圧力容器の内部へのアクセスに
はさらなる困難が予想され、ましてその中から
のデブリの回収ともなると一層の困難が予想さ
れる。 
 
過去に行われたペデスタル内でのカメラを使っ
た観察は、単純にそのように装置が設計されて
いなかったという理由によるものではあるもの
の、上向きではなかった。そのため、燃料デブ
リが流出した開口部の位置、数、形状、大きさ
に関しては、推測する情報さえない。NDFは、
複数箇所と推測しているが、それは単に数カ所
から水面に水が滴下しているからにすぎない。
そのような推測が正しいとも誤りだとも断定は
できない。原子炉圧力容器の下鏡と水面との
間には、実に数多くの機器が複雑に連結してお
り、水が滴下する箇所数が開口部の数と一致す
るとは限らないからである。ただし一つ確実な
ことは、少なくとも1カ所の開口部は、燃料集
合体の上部タイプレートを通過させるだけの大

きさであるということである。発見された以外
にも数多くが気中に引っ掛かったままになって
いる可能性がある。以下の略図に示されるよう
に、原子炉圧力容器の真下には、CRDハウジ
ング、ICMハウジング、CRDレストレントなど
の機器や構造物があり、これらが、燃料デブリ
が流出する際の機械的荷重と熱によって、著し
く変形してしまっている可能性がある。そのた
め、ロボット・アームが開口部まで辿り着くため
には、直線的にではなく、複雑な3次元の軌道に
沿って進まなければならない。 
 
上記の問題をクリアし、何とかアクセスできた
としても、原子炉圧力容器内部や残存している
炉内構造物がどのような形状になっていて、燃
料デブリがどのような部位にどのように残留、
固着しているか不明である。燃料デブリの一部
は、CRDハウジングやICMハウジングの内部
の狭い隙間や、ボトム・ドレンの中にまで入り
込んでいる可能性がある。しかし、それを回収
するためには、どのような複雑で狭い部位にで
も、切削ビットや研磨砥石などをアクセスさせ
る必要がある。
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•	 原子炉圧力容器内と格納容器内の燃料デブリの
分布状況に関しては、号機によって異なるもの
と推測されている。1号機の場合には、岩状に固
化した「チェルノビライト」が大量に掘削され
なければならないものと推測され、一方2号機
の場合には、燃料デブリのかなりの部分が原子
炉圧力容器内に残っているものと推測されてい
る。そして、3号機の場合には、多かれ少なかれ
そのどちらも有しているものと思われる。 

•	 ペデスタル内に堆積した燃料デブリの性状につ
いては、これまでに上部にあるものを調査する
ことができているだけで、今は、小石状、砂状、
粘土状などと判断しているが、それらの下に
は、より大きな塊となって合体、融合している
可能性もある。 

•	 シールドボックスなどの設備をX-6ペネの付近
に設定する必要があるが、放射線レベルが高
く、作業にはかなりの被曝が伴う。

筆者の意見としては、総合的に相対的評価をして
NDFの「気中－横アクセス工法」が、筆者の「フク
シマ・クロージャー・プラン」に優るアプローチだっ
たとは思われない。

凍土壁は、壕の案と比べ、遮水能力が低く、コスト
が高い。特に、壕のようにパッシブ設計ではないた
め、完成後の運転、監視、点検、メンテナンスにも
コストと人員を要し、被曝も伴う。壕の場合の付加
価値（必ずしも利用する必要はないが、ドライ・ア
イランド化によって地下水位が全体的に低下するた
め、廃棄物を埋設処理するためのトレンチが造れるこ
と、壕を敷地のセキュリティ境界として利用できる
こと）も期待できない。

原子炉建屋1階に設置するシールドボックスは、地下
に設置するホットセルよりも、設置工事自体は容易
で低コストと思われるが、利用するときの放射線環
境としては、2号機の場合でさえ顕著に劣り、3号機
になると一層厳しく、1号機は最悪である。そのた
め作業者は、放射能汚染から身を守るための防護服
と全面マスクからなる重装備を余儀なくされる。ロ
ボット・アームの操作とメンテナンスのためには、
その業務に就く前に、十分な研修を経て認定されな
ければならない。しかし、せっかくそのように技量
を習得した作業者でも、長期間従事できない可能性
がある。

燃料デブリを回収するためのロボット・アームを
X-6ペネから目的の部位までアクセスさせる場合に
は、ペデスタルや原子炉圧力容器の中心軸に沿って
テレスコープ式のマストを伸縮させる地下からのア
クセスとは異なり位置についての回転対称性がない
ため、多数の関節と自由度を駆使した複雑な運動が
必要となる。これは、現状のロボット・アームの技
術では、著しく対応が困難なものであるように思わ
れる。

この点、構造の単純な伸縮マストであれば、デブリの
回収作業の成功率は高くなると思われるのではある
が、それでも率直なところ筆者としては、十分な範囲
に対してこれが行えると確信できないことを認めざ
るを得ない。上述の通り、あまりにもさまざまな状態
が考え得るからである。一方、筆者が「フクシマ・
クロージャー・プラン」を提出してから7年以上を経
た今、その間にみられた他のロボット技術の進化によ
っては、大いに期待を抱くこともできる。そのよう
な進化を次の数十年に対して外挿するならば、この
技術は一層進化して成熟し、燃料デブリの回収にも
応用することができるようになっていることだろう。
それならば、今現在の未熟な技術を寄せ集めして戦
略を練るのではなく、そのような進化する技術に期
待をして、別の道を探るということもできるはずで
ある。これを称して筆者は「プランC」と呼ぶことに
し、その内容については詳しく後述する。
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図１４：「フクシマ・クロージャー・プラン」に
おいて提案した廃棄物埋設用大型トレンチ
（出典：筆者）

2.4.  廃棄物対策

2013年に凍土壁の採用理由が説明されたとき、その
一つは、地下にコンクリート製の恒久的な構造物を
残さないためであるとのことであった。あたかも、
福島第一原子力発電所の敷地内にある建物が、地上
にあるものも地下にあるものも、最終的にはすべて
撤去する計画であり、それに逆行するような設備の
追加は避けなければならないと言っているようであ
った。しかし、仮にそのような基本方針があるもの
とすると、現在NDFが進めている廃棄物対策はこれ
とは整合しておらず、敷地の全域、あるいはほとん
どを緑地に復旧することを目指しているとは見受け
られない。

すなわち、次に示される廃棄物の貯蔵計画によれ
ば、東京電力は、敷地内に大型の貯蔵施設をどんど
ん増築していくのだが、そのような貯蔵施設こそ、
新たに追加される恒久的な構造物であるように思え
るからである。もし仮に最終的に緑地復旧を目指す
のであれば、敷地内の廃棄物は、少なくとも発生量
と同じくらいのペースで最終処分施設に向けて搬出
されるか、あるいは、新たに建物を増やすのではな
く、既存のタービン建屋などにある空間を最大限利
用して、保管スペースを確保する工夫をするべきな
のである。

したがって、そのような工夫も検討も見受けられな
いこと自体、最終的に緑地化を目指していないこと
を示唆するものである。NDFが公金で運営されて
いる組織である以上、その意図は、公衆に対しては
完全に透明でなければならないはずである。したが
って、もし、NDFにとっても経済産業省にとって
も、その目指すところがもはや緑地への復旧でない
とするならば、その旨は、明確に技術戦略プランや
中長期ロードマップの中において表明しておくべき
である。そもそも敷地の土壌の汚染レベルを考慮す
れば、緑地復旧は非現実的だったのであり、一旦こ
の現実が公的に受け入れられて合意されたならば、
廃炉計画は、全体的に大幅に融通性の利くものとな
り、効率的で経済的なものとなる。低レベル放射性
廃棄物を収納する保管施設の建屋の数は、「ドライ・
アイランド」の概念を実行することによって地下水
レベルが海水面レベルまで低下し、大型の地下トレ
ンチを造成することが可能となり、最小限に抑える
ことが可能となるはずである。
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2.4.1  福島第一原子力発電所における
廃棄物の貯蔵計画

東京電力による「福島第一原子力発電所　固体廃棄
物の保管管理計画 ～2020年度改訂について～」
（2020年9月14日）によれば、第1棟から第8棟ま
での既設固体廃棄物貯蔵庫に加え、第9棟が2018年
2月から運用を開始しており、さらに増設固体廃棄物
貯蔵庫と称される第10棟と第11棟の建設が、2022
年度以降に竣工し、使用される予定となっている。

同資料によると、福島第一原子力発電所内で2032
年3月までに発生する放射性廃棄物の物量は、
約784,000m3と予想されている。このうち約
203,000m3が再利用対象で、残りの約581,000m3

が保管対象である。ただしこの保管対象は、約
261,000m3に減容化されて保管されることになる。
再利用が検討される対象は、0.005mSv/hのしきい
値以下に対してであり、主にそれまでに解体される
と予想される処理水タンク（約62,000m3）、その他
HICステンレス補強体、除染後のブルータンク、鋼材
など約141,000m3が、内訳として含まれている。
焼却可能な雑固体廃棄物（伐採木や使用済保護衣な
ど）に対しては焼却設備が用意され、2020年度内の
竣工が予定されている。これが減容処理の主力を担
い、予想発生量274,000m3が21,000m3にまで減容
化されると期待されている。また、不燃性の雑固体
廃棄物に用いられるコンクリート破砕器や金属切断
機などからなる減容処理施設についても、2022年度
内の竣工を目指して設置工事が進められており、こ
れによって、136,000m3の発生量が69,000m3に減
容化されるものと期待されている。

一方、減容化できない放射性廃棄物の中には、汚染土
壌の約53,000m3が含まれており、これを金属容器
に詰め、第10棟（保管容量80,000m3）に収納する
予定となっている。また、上述のしきい値を超える
がれき（金属、コンクリートなど118,000m3）は、
現在、その一部は容器に収納されているが、シート養
生をしただけのものや覆土式一時保管施設に保管さ
れているものもあり、これらは前述の第10棟と第11
棟（保管容量115,000m3）に収納される予定となっ
ている。これらが運用されることで、屋外に保管さ
れている廃棄物は、2028年度にはすべて屋内に移さ
れ、汚染拡大のリスクの懸念が解消されると述べて
いる。

沈澱処理生成物やALPSなどの使用済吸着塔（約
6,200基）などからなる水処理二次廃棄物に対して
は、上述の増設固体廃棄物貯蔵庫とは別に、大型廃棄
物保管庫が充てられる予定で、2021年度の運用を目
指して現在、設置工事が進められている。

以上の計画から、2032年頃の福島第一原子力発電所
の敷地の景観を全体的にイメージすると、依然とし
て1～6号機の原子炉建屋、タービン建屋、プロセス
主建屋、高温焼却炉建屋などが残っているだけでな
く、むしろ、焼却施設や減容処理施設、巨大な11棟
からなる固体廃棄物貯蔵庫と大型廃棄物保管庫が増
えており、そして、その頃までには排水されているか
まだ貯水が続いているかは分らないが、溶接タイプ
の処理水タンクもそのまま残されている。

仮にそれからの20年間を、これらの残存している原
子炉建屋やタービン建屋の解体に費やしたところで
何になるだろうか。また新たにそのような作業で発生
する瓦礫などのため、追加の貯蔵施設が必要になるだ
けである。

2.4.2  原子力発電所の廃炉に伴って発生
する廃棄物

前述の2019年2月に発行されたWNA廃棄物管理・
廃炉ワーキング・グループによる「原子力施設の廃
止措置によって発生する資材と廃棄物を管理するた
めの方法」には、その本文に、ドイツのBWRプラン
トであるヴェルガッセン（Würgassen）原子力発電
所（運転期間1975年11月11日～1994年8月26日
設備容量640MWe）における廃炉に伴って発生した
廃棄物の物量について、次のような内訳が示されて
いる。

•	 無制限で一般解放（リリース）されたもの 
255,000トン

•	 条件付でリサイクルに供されたもの		
3,000トン

•	 放射性廃棄物 
4,600トン
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運転期間中に大きなトラブルや事故さえ起こさなけ
れば、原子炉建屋やタービン建屋の鉄筋コンクリー
トを破砕した瓦礫は、上に示したように、ほとんど
を無制限で一般解放することができ、その物量は、 
1基当たり25万トンにも達する。

また、同資料の Appendix 6「スペインにおける
廃炉廃棄物の管理（Decommissioning Waste 
Management in Spain）」においては、ホセ・カ
ブレラ原子力発電所（別名を「ゾリータ原子力発電
所」とも言い、同資料ではこちらの名称が使われて
いる）の廃炉の実績が詳細に解説されている。同原
子力発電所は、発電出力（正味）141MWeの小型の
ウェスチングハウス製PWRプラントで、1969年に
商用運転を開始し、2006年に終了している。廃炉
は、2010年から始まり、当初は2016年までに終え
る予定であったが、解体作業が2018年までかかって
おり、その後も敷地の復旧作業と確認が行われてい
る。発生した廃棄物量については、以下の通りであ
ると報告されている。

•	 通常のコンクリート瓦礫 
95,300トン（埋立て用として利用）

•	 通常のスクラップ 
4,700トン（リサイクル）

•	 VLLW、LLW、ILW	 
4,000トン（放射性廃棄物管理公社エンレサに移管）

•	 使用済燃料 
175トン（ISFSI）

•	 炉内構造物 
43トン（ISFSI）

•	 危険廃棄物 
少量（管理保管）

これらの情報に基づくならば、福島第一原子力発電
所1～6号機の解体に伴っては、150～200万トンも
の膨大な量の瓦礫とスクラップが発生することにな
る。これらは、他の廃炉プラントとは違って、放射性
のエアボーンやウォーターボーンに曝露されてしま
っており、たとえ大部分が非放射性廃棄物として扱
われる期待があるにしても、保守的に汚染している
ものと仮定しなければならない。その上で、一部に
対して無条件に解放するためには、α核種も含めて
すべての潜在的な汚染核種に対し、極めて低いバッ
クグランドの条件下において、高感度の測定器によ
る入念で正確なスクリーニングを行う必要がある。

それを省く場合には、それなりの技術的な正当性が
求められる。この場合、改めて留意すべきは、その物
量が150～200万トンにも達することである。すな
わち、毎日150～200トンもの量をスクリーニング
したとしても、実に10,000日（約30年）を要して
しまうことになるのである。そして、予めそれらの
引取り先と運搬方法が用意されていない限り、敷地
内に残されることになってしまうのである。

すべての既設の建屋を解体して無数のコンクリート 
片と鉄屑にし、次にそれぞれの小片に対して一個 
一個スクリーニングを行い、最後にそれらをトラック 
や船に載せて搬出して再利用するといった処分法は、
まったく現実的ではない。そして、仮にここまで実
行したとしても、まだ緑地に戻すという廃炉の構想
の最後に行き着いていない。すなわち、最後には地
下深くまで浸透した放射性物質を含んだ膨大な量の
汚染土壌の処理が残される。 

日本原燃が青森県六ヶ所村に所有する同社の埋設事
業のための施設「低レベル放射性廃棄物埋設センタ
ー」は、最終的には約600,000m3まで拡張できると
のことではあるが、現時点では、1号埋設施設と2号
埋設施設がそれぞれ40,000m3の容量で操業してい
るだけで、増設の計画が立てられている3号埋設施設
の容量も42,000m3である。他の電力会社に対する
平等性も考慮した場合、福島第一原子力発電所の廃
炉のために優先して後の利用の機会を閉ざしてしまう
わけにはいかず、仮にそう強行したとしても絶対的に
容量が足りず、全量の受け入れは不可能である。

結局、発生する膨大な量の放射性廃棄物の引取り先
が当てにできない限り、40年後の福島第一原子力発
電所の敷地が、その中に何もない広々とした緑地に
なっていて、どのような用途にも無制約、無条件で転
用できる状態になっているという夢が実現すること
は、たとえ今世紀の末まで待ったとしてもあり得な
い。また、これを実現するために貴重なリソースを
投入する上での費用対効果が正当化できるともそれ
だけのインセンティブがあるとも思われない。もは
や、10年前の非現実的な政治的、感情的なだけの誇
大な壮言に対する無理な期待から覚醒するときであ
る。「迅速性」は、政府による中長期ロードマップに
おいても、NDFの技術戦略プランにおいても言及さ
れている5項目のうちの一つの重要項目として位置付
けられていたのではあるが、再考すべきである。その
ような無理な中長期ロードマップによって自縄自縛
に陥ることを避け、現実的な100年の計に基づいて
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取り組むならば、むしろ筆者が提案する壕によって
囲まれたドライ・アイランドにした敷地を隔離するこ
とで、より容易により安全により経済的により合理
的に、最終処分までの工程を効率的に達成できるも
のと思われる。

2.4.3  燃料デブリ以外の廃棄物

NDFの技術戦略プラン2020には、震災直後、プロセ
ス主建屋、高温焼却炉建屋の地階に置かれていたゼ
オライト土嚢の表面線量が、それぞれ3Sv/h、4Sv/h
もあることが2019年12月になって判明し、それら
をどのように回収したらよいかという問題が新たに
浮上したと言及している。しかし、そのような回収や
取り扱いの難しい放射性廃棄物は、他にもまだ幾つ
かある。

たとえば、1～6号機の使用済燃料プールには、使用
済燃料の他にも、使用済の制御棒、中性子検出器、中
性子源、高線量スラッジを回収した使用済フィルタ
ーなどの高線量の廃棄物が残されている。廃棄物処
理施設には、高線量のフィルタースラッジや使用済
交換樹脂を蓄えたタンクもある。共用プールには、
膨大な量の使用済燃料、制御棒、チャンネル・ボッ
クスが保管されている。また、1990年代から始めら
れた1～3号機と5号機に対して行われた大規模な炉
内構造物の交換工事によっては、炉心シュラウド、
上部格子板、ジェット・ポンプなどの高線量の機器
が細断され、バスケットに入れられただけで同プー
ルの一角に水中保管されている。さらに、4号機の
ドライヤー・セパレーター・ピット（DSP）には、同
じ大規模な炉内構造物の交換工事が、2011年3月11
日に突然中断され、そのまま水中に保管され続けて
いる。これらの機器は、低レベル放射性廃棄物の中
でも、通常は最も高い「クラスC」よりもさらに高い
GTCC（Greater Than Class C）として分類され、
使用済燃料に準じて地層処分が適用されるものであ
る。したがって、前述の日本原燃の「低レベル放射
性廃棄物埋設センター」でも、受け入れることができ
ない。GTCC廃棄物は、米国においては、暫定的に
使用済燃料と同じような乾式キャスクに収納して、
その専用施設（ISFSI）に使用済燃料と一緒に保管さ
れている。

以上の高線量廃棄物の問題に加えて問題になるの
が、α核種による高汚染廃棄物の問題である。実は

そのような廃棄物の処分方法についても明確ではな
く、米国ではGTCCの分類に含められている。

東京電力によって2019年3月以降に実施された調
査によれば、2、3号機の原子炉建屋地階トーラス室
には、比較的高い濃度のα核種を含んだ汚染水が滞
留しており、それぞれ約6,000m3と推定されてい
る。α核種の放射性物質とは、主に放射性のプルト
ニウム（Pu-238, Pu-239, Pu-240, Pu-241）、アメ
リシウム（Am-241, Am-242m, Am-243）、キュリ
ウム（Cm-242, Cm-243, Cm-244）で、大部分は
0.1μmのフィルターで除去できるが、0.1μm以下
の粒子やイオン性も成分もあると考えられている。 
2号機の滞留水に対するある分析の結果、全放射能の
濃度は1x109Bq/Lであるが、その中には 2.61x105 
Bq/Lのα核種が含まれていた。α核種の放射能毒性
の高さを考慮すれば、決して無視できない。

東京電力によれば、現在、1～3号機の原子炉建屋
地階とプロセス主建屋（PMB）、高温焼却炉建屋
（HTI）にある全滞留水に含まれる放射性物質の全イ
ンベントリーは、6.9x1014Bqであり、排水後に露出
する床面には、1.9x1013Bqのスラッジが残る。そ
してその中にも一定量のα核種が含まれている。

以上は、今の滞留水を処理する場合についてであっ
て、燃料デブリの回収を切削や研削によって行え
ば、気中にしろ、水中にしろ、さらにα核種が放出
されることになる。それにより、α核種の放射性物
質による汚染が、サプレッション・プール（トーラ
ス）を含む格納容器内全体に広がり、これを解体する
際、処理の手間が掛るGTCCの廃棄物量が増加する
可能性がある。同時に、作業者がα核種の内部被曝
をする危険度も増す。

以上のような理由から、使用済燃料プールは、単に使
用済燃料の取り出しさえ終えてしまえば直ぐにでも
水を抜いて解体作業へと進めるわけではなく、原子
炉圧力容器や格納容器（ペデスタル内部を含むドラ
イウェルとサプレッション・プール（トーラス）を含
む）についても、一通り燃料デブリを掻き出し終えた
からと言って直ちに解体できるほど完全ではなく、
放射線レベルが低いわけでもなく、依然と通常の廃
炉作業に比べて厳しい放射線環境である。さらに、
原子炉建屋、タービン建屋の地階底部には、高レベル
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の放射性スラッジが付着しており、コンクリートに
も染み通っている。そして、その亀裂から浸透して
流出した地下の土壌には、地下水脈に沿って広く、 
深く放射性物質による汚染が広がっている。

そこで、100年の計から中長期ロードマップを再考
するにおいては、果たして以上の高線量廃棄物やα
核種による高汚染廃棄物の処理に、拙速に手を出す
べきかという問題も取り上げるべきである。今、そ
のような無理をした場合には、不要な作業者の外部
被曝とα核種による内部被曝のリスクが増し、それ
らを軽減するための管理と対策、コストが増すこと
になる。

原子炉停止直後の燃料に含まれるα核種のインベン
トリーは、多い順にPu-241、Cm-242、Pu-238、 
Cm-244、Pu-239、Pu-240、Am-241であるが、
これらのうち上位4番目までの半減期が、それぞれ
14年、160日、87.74年、18.1年であり、5番目以下
と比較して顕著に短い。したがって、50年後、100
年後には、それが顕著に減衰すると期待できる。

さらに、100年、50年を待たずして、ヒューマノイド
の技術が劇的に進化し、高度で複雑な運動が可能にな
り、ゼオライト土嚢やGTCCなどの高線量廃棄物の取
り扱いや処理、α核種による高汚染廃棄物の除染や
処理にも応用できるようになるものと期待できる。
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3.  代案

                   案
比較項目 プランA（TEPCO） クロージャー・プラン 

（筆者） プランB（TEPCO） プランC
（筆者）

状況 2018年に放棄 IRIDにより却下 NDF現行案 新提案

 最終状態 緑地復旧 壕で隔離された
ドライ・アイランド 緑地復旧（？） 壕で隔離された

ドライ・アイランド

目標工程 40年 40年
（最終処分施設） 40年 なし

（最終処分施設）

地下水の
遮断方法

凍土壁
＋ポンプ揚水 壕 凍土壁

＋ポンプ揚水
壕＋建屋の気密・

水密化

燃料デブリの
冷却方法 水冷 空冷 判断保留 空冷

燃料デブリの
回収方法 冠水 - 上アクセス

伸縮マスト

地下ホットセル
伸縮マスト

気中 - 横アクセス
多軸アーム

ヒューマノイド
ヒト型運動

RPVの
解体方法 未検討 未検討 除染後そのまま

（一部解体）

PCV、原子炉
建屋の解体 未検討 未検討 未検討 除染後そのまま

（一部解体）

達成の難易度 極めて難（不可） 難（可） 著しく難（未知） 易（推定）

安全性／被曝 危険（不可） 被曝線量小 被曝線量大 被曝線量最小

表１：廃炉案の相互比較
（出典：筆者）

過去、初めから無理だと分っていた「冠水－上アク
セス工法」に延々と拘り続け、正式に断念したのはよ
うやく2018年であった。遮水能力の限界が懸念され
ていた凍土壁の採用を強行した結果、懸念はやはり現
実となった。そして、今NDFが傾注する「気中－横
アクセス工法」にしても、サンプル採取までのパイロ
ット試験と本格作業の規模との大きな難度の隔たり
を考慮した場合、早晩頓挫に直面する可能性が大き
い。そして仮に、スケジュールに大幅な遅れが生じな
がらも、さまざまな困難を克服して燃料デブリの回
収を成し遂げたとしても、結局その後、使用済燃料や
低レベル放射性廃棄物の最終処分（バックエンド）の
インフラ未整備により、それらが大量に敷地内に貯
蔵されたままで、長い待機状態が続くことになる。

結局、「40年で緑地に復旧する」と公約していたかに
思えた当初の福島第一原子力発電所の廃炉は、目指す
その最終状態が曖昧になってきており、10μSv/年
の基準の達成や、無制約、無条件の解放は言うまで
もなく、少なくとも過去に海外で実績のある原子力
発電所の廃炉のようにはなり得ない。したがって、
まずは緑地復旧という光輝く幻想で国民を欺瞞する
ことも、それを無理に追求し続けることも止め、現実
に沿った達成可能なロードマップを、40年という
「中長期」を超え、100年の計として策定し直す必要
がある。ここまでの議論においては、「プランA」、
「プランB」との仮称と、「フクシマ・クロージャー・
プラン」という概念についてしばしば言及してきた
が、その場合、さらに別の選択肢（プランC）も加わ
ってくる。それらの比較を下表に示す。
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プランCの特徴は、全体的に「フクシマ・クロージャ
ー・プラン」をベースとしている。ただし、両者の最
も大きく異なる点は、40年のうちにすべての廃炉の
実務を終えなければならないとの前提についてであ
る。筆者は、この特別な条件の価値について検討し
てみたが、確かにこれをそのまま残しておくことに
は、作業関係者の緊張感を維持させるという一定の
有益性もあるかもしれないが、反面、より良い案を排
斥してしまうという有害性もあると判断した。いず
れにしても重要なことは、仮にこの条件を罰則も伴
う法的な要件にしたところで、結局できないものは
できないということである。使用済燃料や燃料デブ
リは、首尾よくキャスク詰めにされたところで、その
先の行き場があるわけではない。そのまま敷地内に
留まり続けるしかないのである。汚染した大量の土
壌も同様に敷地内に留まり続けるしかない。プラン
Cの中核的な考え方は、海外の先行プラントでのよう
に、通常の無制約、無条件の解放を無理に40年で達
成することを目指すのではなく、福島第一原子力発
電所に対する唯一現実的な土地の利用法である放射
性廃棄物の貯蔵施設への転用を前提としていること
である。これは、重大な後退であるかのように思わ
れるかもしれない。しかし、敷地内の土地、建物およ
びその他の既設のインフラの効率的な活用と廃棄物
の再利用を大幅に促進する案でもある。

この新たな目標に向かって、当面は放射性物質を閉じ
込めるプロセスに傾注し、その期間中に進化が期待さ
れるロボット技術を最大限応用してその後の燃料デ
ブリを行うという構成となっている。したがって、
プランC全体の構成要素は、以下となる。

地下水の流入対策 壕（ドライ・アイランド化。
完成後、凍土壁は運転停止）

燃料デブリの冷却 空冷化（パッシブ設計）

放射性物質の外部
環境への漏洩対策

滞留水の処理、原子炉建屋
の気密性・水密性強化

放射性廃棄物の処理
ドライ・アイランドを利用
したトレンチによる埋設
処理

燃料デブリの回収
ロボット（ヒト型運動能力
のあるヒューマノイド）の
利用

既設建屋の処理 利用可能な建屋は廃棄物
貯蔵施設に転用

敷地のセキュリティ 壕（柵よりも防御力が高い）

以上のうち、壕と燃料デブリの空冷化の概念につい
ては、すでに「フクシマ・クロージャー・プラン」の
紹介で先に概説した通りであり、ここでは説明を繰
り返さない。ただし、燃料デブリの崩壊熱はその後
も低下しており、最近の東京電力による評価では、2
号機の場合で最大69kWとのことである。ドライウ
ェルとサプレッション・プール（トーラス）に残され
ている大量の滞留水に対する処理法も「フクシマ・ク
ロージャー・プラン」の中で説明しているが、まずは
一旦これをトーラス室に排水して量を減らす。この
際、トーラス室の放射線レベルが急上昇する可能性
があるため、注意をしなければならない。また、トー
ラスの気相部には、高い濃度の水素ガスが溜まって
いる可能性もあるため、それに対する注意も必要で
ある。その上で、ドライウェルから吸引した湿った
空気を圧縮して湿分を凝結させ、乾燥空気を戻す再
循環運転を続けることによって乾燥させることがで
きる。（次図参照）



40

図１５：ドライウェルの排水・乾燥方法
（出典：筆者）

滞留水を排出するときの
注意点（トーラス室の
放射線量率上昇）

図１６：「フクシマ・クロージャー・プラン」において提案した滞留水処理の概念
（出典：筆者）
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プランCに対しては、2つの理由で抵抗もあるとは思
われる。一つ目は、無制約、無条件の解放を諦める点
である。しかし、福島第一原子力発電所の土地は、歴
史的に元々農家の田畑だったわけではない。1941年
には陸軍磐城飛行場だった土地で、戦後は国土計画
興業に払い下げられて塩田とされるも、製塩事業は長
くは続かず、その周辺の山林原野と共に、3.2km2も
の広大な面積をたった5億円で東京電力が買収したも
のだった。特に今更戻す相手がいるわけでもない。

二つ目は、廃炉を事故発生に責任のある世代が完遂
せず、次の世代に押し付けることの倫理的な問題で
ある。しかし、低い技術力で無理に挑み、その高コス

トの財源を得るために多額の国債が発行され続けて
いるのであり、その返済が次の世代に押し付けられ
るよりは、むしろ今のうちに基金を蓄えておいてそ
れを引渡し、優れた技術で対処してもらう方が得策
との見方もあるだろう。

以下では、ロボット（ヒト型運動能力のあるヒューマ
ノイド）の利用と、原子炉建屋の気密性・水密性の強
化、放射性物質を内包した建屋群の耐久性について
議論する。

3.1.  ロボット（ヒト型運動能力のあるヒューマノイド）の利用

1986年のチェルノブイリ原子力発電所4号機の事故
対応には、消防士や兵士ら4,000人近くが投入され、
「バイオ・ロボット」と称された。本来ロボットが
担うべき危険な単純作業（高熱でくすぶっている高
線量の黒鉛をシャベルですくって建屋の屋上から除
去する作業など）を人間が行うことになったからで
ある。というのも、当時はまだ、世界で最も先進的な
ロボットでさえも、このような単純な動作の作業さえ
こなすことができなかったのである。もし当時、今
日のより進んだロボット技術が活用できていたなら
ば、少数のロボットの集団によって、消防士や兵士ら
が受けた大量の被曝線量を減らすことができていた
はずである。また、将来のロボット技術が当時活用で
きていたならば、彼らの誰も命を犠牲にすることは
なかったかもしれない。

チェルノブイリ事故から35年が経ち、ロボット技術
は、他の関連する科学技術の分野、すなわち材料科
学、高密度・高容量バッテリー、人工知能技術、セン
サー技術などと共に飛躍的に進歩した。動力や信号
用のケーブルが不要で、ヒトと同じ体格（身長、体
重）をしたヒューマノイドが、凹凸面や雪道の二足
歩行から、階段を駆け上がったり、前転、倒立、後方
宙返りのようなアクロバティックな運動をしたり、
ドアの開閉、弁のハンドルの開閉操作、電動工具の使
用や配管接続といった複雑な操作や作業を行えるま
でとなった。これらに、レーザー／プラズマ溶接／
溶断が加わるのも時間の問題である。複数のロボッ
トが連携して作業を行うこともできる。筆者が「フ
クシマ・クロージャー・プラン」で提案した伸縮マス

トや、NDFのプランBにある多軸ロボット・アーム
の如きは、今でさえすでに先端技術ではなく、いわ
んや、100年後、否50年後には、今そのような技術
で危険な燃料デブリを回収しようと悩んでいること
が、信じられないくらい幼稚な技術として哀れに思
われることだろう。

画像１: Boston Dynamics (ATLAS) 
https://www.bostondynamics.com/atlas
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そもそも燃料デブリの回収が困難である唯一の理由
はその強力な放射線であり、それさえなければ、50
年以上前の道具を用いた人海戦術でも、半年か1年の
うちにはきれいに除去できる作業のはずである。し
たがって、このような作業を、ヒトと同じような動作
が可能で、放射線の被曝を怖れる必要のないロボット
（ヒューマノイド）に担わせたならば、作業の能率と
安全性は劇的に向上するはずである。

狭いX-6ペネではなく、X-2ペネから格納容器内に
入り、アクセス経路にあるグレーチングや鋼材などの
干渉物を撤去しながらペデスタル底部のアクセス口
まで進み、適当な掘削、切削用のツールを使って燃料
デブリを回収して容器に入れるといった一連の作業
を行うロボットによる作業班を編成させることがで
きるようになるのは、飛躍した空想ではなく時間の
問題なのであり、今はその到来を待ちながら、その 
ための備えをしておくことである。	

3.2.  原子炉建屋の気密性・水密性の強化

ヒューマノイド型ロボットの技術の進歩を待つ傍ら、
その備えの中で最も重要なのが、原子炉建屋の気密
性・水密性の強化で、それによって、水や空気を媒体
に、放射性物質が外部環境に漏洩するのを防ぐこと
である。BWRプラントの原子炉建屋は、ドライウェ
ルとサプレッション・プールが「一次格納容器」と呼
ばれるのに対して、元々「二次格納容器」とも呼ばれ
ているもので、ある程度の気密性を有し、設計事故に
対する安全解析上も担保とされていた。しかし、原
子炉建屋の気密性は、水素爆発によって完全に喪失
してしまっていた。

一方、原子炉建屋の水密性はと言えば、これまた供
用期間中の劣化か地震や地質学的な影響によって、
原子炉圧力容器に注入した水が原子炉建屋地階に溜
まるものの保水能力がなく床か壁から漏れ、これを
取り巻く透水性の土壌が水脈となって原子炉建屋の
下流側に位置するタービン建屋の地階で湧出してい
る事実からも、劣化してしまっていることは明らか
である。

原子炉建屋の地上階に対する気密性の回復は、漏洩
のインパクトと作業性、検査性、メンテナンス性を
考慮して、難度は低い。難度が高いのは、地階に対す
る水密性の強化の方である。壕によるドライ・アイ
ランド化で地下水位が海面まで低下するのは、漏洩
した放射性物質の移動を抑制する上で大いに有益で
はあるが、長期的な視点から、原子炉建屋地階に対す
る水密化の強化は必須である。その場合、内側から
これを行う工法と外側から行う工法が考えられる。
あるいはより万全にそれらを組み合わせ、両側から
行うことも考えられる。

内側から行う工法としては、予め化学除染などである 
程度放射線レベルを低下させておき、その後、地階を
清浄な水で冠水してさらに放射線環境を改善し、ダイ
バーによって、表面処理を施してから水中エポキシ
塗装を行う方法がある。この工法は、CANDU炉など
の実際に漏洩している使用済燃料プールの補修方法
として実績がある。この種のプロジェクトを行うた
めに訓練され、認定されたダイバーは多数いる。一
方、外側から行う工法としては、分割したステンレス
鋼板をボルトと溶接によってパッチングしていく方
法が考えられる。その場合、地下に対してはより困
難が多いと予想されるが、長距離海底トンネルや大
都市の中心部の地下鉄工事などに使われている今日
の高度な土木技術、さらに最新の採鉱掘削技術を応
用すれば、十分可能であると思われる。したがって
筆者は、内側からでも外側からでも技術的には可能
と考える。

先にも述べたように、原子炉建屋の地上部分の気密
化の復旧は、比較的容易である。この場合、「モジュ
ール工法」が適用できる。まずは、屋外で鋼板とH鋼
などを使って大型パネル（例えば15m x15mほどの
サイズ）を作り、地面に置いた状態で溶接部に対する 
検査を行って塗装を施す。次に大型クレーンを使っ
て各パネルを組み立て、壁面と天井を覆う。それぞ
れのパネルを隣接するパネルに溶接し、最終的に巨
大な角形の帽子を原子炉建屋に被せた形とする。
これが地表のすぐ下のレベルで、ゴム系の樹脂を介
し、原子炉建屋に密着して取り付けられる。この場
合の鋼製パネルは、燃料デブリからの崩壊熱に対す
る最終的な放熱板ともなる。ただし、単位面積当た
りの放熱量はせいぜい10W/m2程度にしかならない
ため、燃料デブリの熱による表面温度への寄与は無
視し得る。
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プランCでは、将来のロボット技術を駆使して燃料
デブリを回収するも、その後に残る原子炉圧力容器
（RPV）や格納容器（PCV）、原子炉建屋などを除
染や汚染拡大防止の処置をした後、そのまま敷地内
に留めることにしている。

そのように、一旦原子炉建屋の外表面が全面的に鋼
製パネルで覆われ、ほこりの混じった風や酸性雨、
雪や氷の付着、日射、その他の気象現象や微生物から
保護されてしまえば、建屋の内部にあるコンクリート
や鋼構造物の劣化は相当長い間起こることがないと
考えられ、まして、除湿された乾燥空気という環境下
においては、一層そのようであろうと考えられる。

放射線レベルは減弱し、崩壊熱も低下していく。一
方、技術は進化する。その将来性を信じさえするな
らば、この負の遺産に対する処理法にも融通性と選
択肢が期待されることだろう。

3.3.  放射性物質を内包した建屋群の耐久性
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4.  結論、提言

最終状態

中長期ロードマップを発表するに際しては、目標と
する最終状態について、だれもが同じ視覚的イメー
ジが描けるよう明確にするべきであった。個人の想
像力に委ねるべきではない。

標準的な原子力発電施設における場合と同じような
緑地化が、事故の発生から40年後の福島第一原子力
発電所において実現しているかのような幻想的な光
景を、その最終状態のイメージとして誤解させ、欺
瞞するべきではない。これが実現しないものと判断
する根拠としては、以下の理由だけからでも十分で
ある。

•	 敷地の放射線レベルを米国における緑地解放の
基準である40μSv/年以下、あるいは英国など
の基準である10μSv/年以下とするためには、
膨大な体積（～1,000万m3）の汚染土壌を除去
して廃棄しなければならないことになるが、そ
れは物理的に著しく困難な作業規模であり、そ
もそも敷地外にはその受け入れ先がない。

•	 敷地内には、焼却などによる減容化をしても、 
10数棟の巨大な建屋に保管された放射性廃棄物
が残されるが、その量が膨大な体積であるため
に、敷地外には受け入れ先が期待できない。こ
の物量の推定には、1～6号機の施設を解体する
ことによって発生する廃棄物の量が含まれてい
ない。

•	 仮に1～6号機の施設を完全に解体した場合に
は、さらに膨大な量（150～200万トン）のコ
ンクリート瓦礫とスクラップが発生することに
なるが、それらに対する敷地外での受け入れ先
が期待できない。

•	 敷地内には、使用済燃料や高線量の炉内構造
物、使用済制御棒、チャンネル・ボックスなどを
保管した乾式キャスクや遮蔽容器、汚染水処理
で発生した二次廃棄物などが残されるが、それ
らの処分法が決定され施設が稼働するまでの期
間は、敷地外での受け入れ先が期待できない。
仮に1～3号機からの燃料デブリが回収された場
合には、それらの収納容器についても同様。

福島第一原子力発電所に対する緑地化を唯一最善の
目標と見做し、これに向けて多大な無理と資源の浪
費を正当化するべきではない。福島第一原子力発電
所の敷地に対する最も現実的な将来の土地利用は、
好むと好まざるとに拘らず、放射性廃棄物の処理施
設である。上述したあらゆる問題は、この現実を受
け入れることによって自動的に解決する。

「気中－横アクセス工法」による燃料デブリの回収

多軸式のロボット・アームによるX-6ペネからのペ
デスタル内側へのアクセスによる回収は、2号機にお
いて、サンプルを少量採取するだけのパイロット試験
としては達成可能と思われる。しかし、X-6ペネを拡
張して本格規模に進んだ場合には、回収がアクセス
の容易な範囲だけに限られ、原子炉圧力容器の内部
に残存しているものなどが放置され、最終的には、
よりフレキシブルでアクセス性の良い、かつ、より効
率的で生産性のよい工法に変更しない限り成功が見
込まれない。掘削、切削、研削などによる回収を湿式
工法で行う場合には、高濃度のα核種の汚染水を発
生させ、乾式工法で行う場合でも格納容器内部の全
体をα核種で汚染させることになり、それらの弊害
への対処が必要になる。

パイロット試験を完遂したとしても、燃料デブリの
性状に関して得られる情報は限定的で不完全であり、
それほど有益であるとは思われない。ロボット・アー
ムによる「気中－横アクセス工法」の適用はせいぜい
この試験に限定し、そのまま拡大することで本格作
業の規模への適用を目指して進むべきではない。

燃料デブリの冷却方法と汚染水対策

燃料デブリの冷却に水を使用し続ける限り、その中
から放射性物質が溶出して汚染水が生産され続ける。
原子炉建屋とタービン建屋の遮水を能力の不完全な
凍土壁に依存し続ける限り、地下水の流入を止める
ことができず、降雨量による変動を伴いながら、汚染
水は増え続ける。このような状態を断ち切る方法と
して、まずは燃料デブリの冷却を水冷から空冷に切り
換え、遮水の方法も凍土壁から壕に切り換える。
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壕によって阿武隈山地が水源となる地下水流が遮断
され、隔離された敷地の地下水レベルは、最終的に海
水面まで低下する。そのため、原子炉建屋とタービン
建屋への地下水の流入は、劇的に減少するものと期待
される。

プランC

廃炉計画は、汚染水の発生抑制、燃料デブリの冷却、
燃料デブリの回収、放射性廃棄物の処理を、独立した
要素と見做すのではなく、相互に関連性のあるパッケ
ージと捉え、最終的に達成しようと目指す敷地の最終
状態に照らして策定されるべきである。代案としての
そのような廃炉計画のパッケージは、本書においては
プランCと称され、以下の構成要素からなる。

地下水の流入対策 壕（ドライ・アイランド化。
完成後、凍土壁は運転停止）

燃料デブリの冷却方法 空冷化（パッシブ設計）

放射性物質の外部
環境への漏洩対策

滞留水の処理、原子炉建屋
の気密性・水密性強化

放射性廃棄物の
処理方法

ドライ・アイランドを利用
したトレンチによる埋設
処理

燃料デブリの回収方法
ロボット（ヒト型運動能力
のあるヒューマノイド）の
利用

既設建屋の処理方法 利用可能な建屋は廃棄物
貯蔵施設に転用

敷地のセキュリティ 壕（柵よりも防御力が高い）

壕は無動力のパッシブ設計の設備であるため、そのメ
ンテナンスとしては、流入する土砂に対する定期的な
浚渫が必要になる程度である。これがひとたび完成
することで、地下水位が海水面まで低下し孤島と化
した敷地には、幾つかの利用法と利点が期待される。
放射性廃棄物を埋設処理するためのトレンチは、そ
のような利用法として有望な一つの候補であり、地下
水の流れがなくなることで、土壌の中での放射性物質
の拡散が抑制されることは、そのような重要な利点
の一つである。燃料デブリの空冷化も、無動力、メン
テナンス・フリーの設備として設計することが可能で

ある。これは、燃料デブリからの崩壊熱を放散させる
のに、自然の熱伝導、対流、輻射にのみ依存した方法
である。
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